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京都大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報の提供
① 評価の充実に関する目標

中 １－１．自己点検・評価及び第三者評価に関する基本方針
期 ・ 教育研究及び業務運営の持続的改善活動に向けて、自己点検・評価の実施体制を整備する。
目
標 １－２．評価結果を大学運営の改善に活用するための基本方針

・ 教育研究活動及び業務運営に関する自己点検・評価及び外部評価の結果を社会に公表し、自己改善の取組に活用する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成20～21年度の
期 度 平成19年度までの実施状況 実施予定

1-1．自己点検・評価の改善に関する具体的方策

【211】全学的テーマの設定、 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き客観的な
評価の項目・要素・観点の設 大学評価小委員会が中心となって、部局における自己点検・評価 資料の収集等の実
定、客観的な資料やデータの収 活動の支援、認証評価及び法人評価に対応した評価の項目・要素 施
集・分析等を通じて自己点検・ ・観点についての検討を行った。また点検・評価実行委員会の委
評価活動を支援する体制を拡充 員及び部局の事務担当者を対象に、認証評価に必要な部局の自己
する。 評価書の内容・作成方法を説明し、それを踏まえて各部局におけ

る評価基準・観点毎の取組状況について、大学で作成した記載様
式「観点カード」（京大方式）を用いて、大学全体の自己評価書
として取りまとめた。
大学評価支援室においては関連する学内資料の収集、整理、提供
を進め、「平成16・17事業年度に係る業務の実績に関する報告書」
作成に際し、収集した評価情報の整理を図った。

Ⅲ
【211】全学的テーマの設定、 （平成19年度の実施状況）
評価の項目・要素・観点の設 平成18年11月に立ち上げた、大学評価小委員会と点検・評価実行
定、客観的な資料やデータの収 委員会の委員と各研究科・学部等より選出の教員で組織するワー
集・分析等を通じて自己点検・ キンググループにおいて、大学機関別認証評価（平成19年度受審）
評価活動を支援する体制を拡充 Ⅲ の自己評価書の作成作業を行った。また大学評価支援室において
する。 は、上記認証評価に係る膨大な資料を収集・整理し、適宜自己評

価書に反映させた。さらに、既存の委員会等の組織に加え、平成
19年11月には、中期目標期間の業務実績報告書作成に係る「評価
事務プロジェクトチーム」を設置し、より専門的事務の立場から
報告書作成に加わっている。

【212】部局等に自己点検・評 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
価委員会を常置し、部局固有の 平成16年度には多くの部局（34部局）に自己点検・評価に係る委
テーマに関する自己点検・評価 員会が常置され、６部局が自己点検・評価を定期的に実施した。
を多面的な視点に立って定期的 また、それぞれの委員長で構成される全学の自己点検・評価委員
に実施する。 会において情報提供を行うなど、自己点検・評価の充実に向けた

取組も進められた。17年度には18部局、18年度には15部局におい
て定期的な自己点検・評価が実施され、さらにデータベースの整
備に取り組んだ部局もあった。

Ⅲ
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【212】部局等に自己点検・評 （平成19年度の実施状況）
価委員会を常置し、部局固有の 各部局における自己点検・評価に係る委員会で、一般的な課題と
テーマに関する自己点検・評価 Ⅲ 共に当該部局に固有の課題について、自己点検・評価を行い（19
を多面的な視点に立って定期的 部局）、今後の課題を明確化し、改善への取組に役立てた。また、
に実施する。 11部局（工、公共、生存研、数研等）において外部評価を実施し、

５部局（法、医、経営、防災研、産官学セ）においては外部評価
実施について検討・準備を進めた。

【213】国内外の有識者による （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
外部評価を積極的に活用する。 世界的に評価されている内外の研究者や有識者による外部評価

を、平成17年度には基礎物理学研究所や経済研究所等、平成18年
度には公共政策連携研究部や生存圏研究所等の複数の部局で実施
した。さらに外部評価を通じて提起された課題の改善に向けての
取組を策定し、その達成に努めた。平成18年度には外部評価の際

Ⅲ 実地検分を行った部局（化学研究所）もあった。

【213】国内外の有識者による （平成19年度の実施状況）
外部評価を積極的に活用する。 11部局において外部評価を実施し、法、医、経営、防災研、産官

Ⅲ 学セにおいては国内外の有識者による外部評価実施について検討
・準備した。

1-2．評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策

【214】自己点検・評価等の評 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
価結果をホームページ等により 法人評価における毎事業年度の業務実績報告書とその評価結果、
学内外に公表し、多様な意見を 活動報告書及び部局の自己点検評価報告書、外部評価報告書、学
聴取して大学運営の改善に反映 生による授業評価等を冊子やホームページ上に公表し、インター
させる。 ネット等を通じて広く内外の意見を聴取する体制を採った。聴取

した意見については、評価担当理事が総長、関係理事、委員会、
事務部等に報告し、今後の改善に向けた取組を促すと共に継続的
に評価活動を見直すための材料としている。

Ⅲ
【214】自己点検・評価等の評 （平成19年度の実施状況）
価結果をホームページ等により 平成18事業年度の業務実績報告書およびその評価結果と機関別認
学内外に公表し、多様な意見を 証評価の自己評価書等について、また部局等で実施した自己点検
聴取して大学運営の改善に反映 ・評価（文、理、生命、防災研、霊長研等）について、当該部局
させる。 Ⅲ のホームページへの掲載等により学内外に公表した。聴取した意

見等については、関係理事、委員会、事務部等へ報告し、今後の
改善に向けた取組を促すとともに、継続的な評価活動の見直しの
ための検討材料としている。さらに業務実績報告書に対する評価
結果のうち、特に改善等を要するものについて、関係理事等を中
心として、改善を図った。

【215】評価結果を基に改善の （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
ための課題を明確化するととも 法人評価における毎事業年度の業務実績に係る評価結果を評価担
に、取組可能な改善計画を策定 当理事が総長、理事、関係部署等に周知した。さらに、改善項目
し、段階的な改善を図る。 を抽出すると共に改善策を策定し、例えば平成17年度には若手研

究者育成に係る予算配分、情報セキュリティの基本方針に係る学
生への周知など取組の明確化を行い、18年度には京都大学全学同
窓会を設立するなどの改善を行った。また部局に対しては、点検
・評価実行委員会等を通じて、継続的な改善の重要性に対する意
識の向上を図った。

Ⅲ
【215】評価結果を基に改善の （平成19年度の実施状況）
ための課題を明確化するととも 各部局毎に、自己点検・評価、外部評価、授業評価等の結果を踏
に、取組可能な改善計画を策定 まえ、課題の抽出・分析、改善への取組に努めている。
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し、段階的な改善を図る。 また、評価結果を研究教育環境の整備に反映させるシステム等に
Ⅲ ついて検討している部局もある（エネ研、経済研）。なお、全学
的には「平成18事業年度に係る業務の実績」についての評価によ
り、「e-Learningシステムでの講習などへの利用が十分ではない」
旨の指摘を受け、受講を促進するなどの改善を図った。また、機
関別認証評価の結果については、その改善点等を点検・評価実行
委員会等を通じて各部局へ周知し、改善への協力を求めた。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報の提供
② 情報公開等の推進に関する目標

中 ２－１．大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する基本方針
期 ・ 教育・研究活動のほか多様な活動状況、さらには財務内容や管理運営に関する情報を公開し、社会に対する説明責任を
目 果たす。
標
２－２．学術情報の収集とデータベース化に関する基本方針
・ 多様な学術情報の恒常的な収集とデータベースの構築に努める。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の
期 度 実施予定

2-1．大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策

【216】ホームページの充実と （平成16～18年度の実施状況概略） 円滑かつ迅速な広
管理等に対する全学の責任体制 広報委員会のホームページ企画専門部会が「京都大学ホームペー 報活動を実施する
を構築するとともに、円滑かつ ジ」の内容について維持管理を行っている。また、専従の派遣職 ため、全学の効果
迅速な広報活動を実施するため 員を配置してホームページの更新体制を充実させ、リンクする部 的な広報活動の企
の事務支援組織を整備する。 局ホームページの運用責任者を置いて、管理責任を明確にしてい 画・立案を引き続

る。 き実施する。
平成18年４月には全学の効果的な広報活動の企画・立案機能の充
実を図るため、総長直属の組織として「秘書・広報室」を設置す
るとともに、全部局の広報担当者による「広報担当者連絡会」を

Ⅲ 平成19年３月に設置し、広報体制の強化を図った。

【216】円滑かつ迅速な広報活 （平成19年度の実施状況）
動を実施するための事務支援組 全部局の広報担当者からなる広報担当者連絡会において、広報・
織を整備する。 ホームページへの迅速な情報提供のため、広報にかかる基本方針、

広報活動等に関する現状調査の概要、ホームページへの情報提供
Ⅲ 等、全学の広報担当者の情報の共有、研究成果の記者発表に関す
る方法手順・資料作成に係る確認を行う等、事務支援組織の充実
を図った。また平成18年４月に設置した秘書・広報室により、総
長・役員等のホームページ等を活用した情報発信を迅速に実施す
ることができた。

【217】教育の具体的内容や卒 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き、教育に
業生の進路状況に関する情報 教育の具体的内容は、各学部・研究科の学生便覧や学修要覧等、 関する情報の積極
等、教育関連情報を積極的に公 シラバス等の冊子やホームページで公開している。卒業生・修了 的な公開に努める。
開する。 生の進路状況については、ホームページに就職情報欄を設けて公

開している。さらに、キャリアサポートセンターでは、進路状況
の調査結果を「就職先一覧」としてまとめ、学生向け就職活動支

Ⅲ 援用冊子「就職のしおり」を作成し、配付した。

【217】教育の具体的内容や卒 （平成19年度の実施状況）
業生の進路状況に関する情報 教育内容はシラバス、学修要覧等冊子やホームページで公開して
等、教育関連情報を積極的に公 Ⅲ いる。また、学部学生・大学院生の進路状況や産業別就職状況に
開する。 ついてもホームページに就職情報欄を設けて公開した。

【218】全学及び各部局の広報 （平成16～18年度の実施状況概略） 全学及び各部局の
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体制を整備拡充するとともに、 平成17年度には、広報センターを本部棟から百周年時計台記念館 広報体制を整備拡
広報倫理委員会（仮称）を新た に移転し、さらに、医学部附属病院に秘書広報掛を設置するなど 充するとともに、
に設置し、広報活動の基本方針 の取組を行った。また広報倫理の在り方等について、広報委員会 引き続き機能の充
の設定やプライバシー保護等の において検討を行った。 実、利便性の向上
広報倫理の確保に努める。 18年度には、戦略的な広報活動を行うため、広報担当理事の下に を図る。

「広報活動の企画戦略ワーキング・グループ」を設置した（平成
18年５月）。さらに、全部局の広報担当者で組織する「広報担当
者連絡会」を設置し（19年３月）、広報体制の整備拡充を図った。
また、プライバシー保護等の広報倫理の確保に努めるため、広報

Ⅲ 委員会の下に「広報倫理専門部会」を設置することとした。

【218】全学及び各部局の広報 （平成19年度の実施状況）
体制を整備拡充するとともに、 全部局の広報担当者からなる広報担当者連絡会において、広報・
関係委員会においてプライバシ ホームページへの迅速な情報提供のため、広報にかかる基本方針、
ー保護等の広報倫理の確保に努 広報活動等に関する現状調査の概要、ホームページへの情報提供
める。 等、全学の広報担当者の情報の共有、研究成果の記者発表に関す

Ⅲ る方法手順・資料作成に係る確認を行う等、広報体制の充実を図
った。
また、広報委員会の下に広報倫理専門部会を設置し（平成19年４
月）、プライバシーの尊重、著作権の尊重等について定めた「広
報倫理ガイドライン」を作成（20年１月）するとともに、全学に
周知した。なお、部局においても広報委員会等を設置し、プライ
バシーに配慮した広報活動に努めた。

【219】定例記者会見及び必要 （平成16～18年度の実施状況概略） 定例記者会見及び、
に応じて臨時記者会見を実施 大学情報を正確かつ迅速に発信するため、平成16～18年度に総長 必要に応じて臨時
し、最新の大学情報を正確かつ 記者会見（20回）、広報担当理事記者会見（24回）、その他の理 記者会見を実施し、
迅速に、分かりやすい形で提供 事・副学長記者会見（48回）を開催し、大学に関する情報を正確 引き続き、最新の
する。 かつ迅速に公表した。記者会見では、平易な説明資料の提供に努 大学情報を正確か

め、必要に応じて資料を事前配付し、質問に答えた。これらの記 つ迅速に提供する。
者会見の概要を大学ホームページの「ニュースリリース」欄に掲

Ⅲ 載・公表した。

【219】定例記者会見及び必要 （平成19年度の実施状況）
に応じて臨時記者会見を実施 総長記者会見（15回）、広報担当理事記者会見（5回）、その他の
し、最新の大学情報を正確かつ 理事・副学長記者会見（21回）を実施した。また、研究成果の記
迅速に、分かりやすい形で提供 Ⅲ 者発表に当たって必要な準備並びに留意事項について取りまとめ
する。 た「研究成果発表の記者レクについて」を作成し、広報担当者連

絡会等を通じて各部局へ周知を図った。

【220】教育研究活動のほか、 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
学内諸活動に関するデータの収 大学文書館において、各部局から移管された非現用法人文書、刊
集に努め、情報の記録保存（ア 行物等の管理・保存を行った。なお、今後の利用に対応するため、
ーカイブ化）を図る。 非現用法人文書のうち重要なもの(例：50周年記念式典関係書類、

予算書類、学報等)についてはマイクロフィルム化するなど、記
録の保存を図っている。また、平成18年度から、約20部局におい
て、自己点検・評価活動を促進するため、教育研究活動や学内諸
活動に関するデータ収集の実施もしくは実施の検討を開始してい
る。さらに、フィールドワークを特長とする京都大学の伝統の中
で蓄積された、膨大なフィールドワークに関する資料、標本、映
像、音声などの記録のうち、特に映像資料に焦点を当てて公開・
保存するため、「デジタル・アーカイブ」（仮称・平成20年度設
立予定）構想について検討を進めている。

Ⅲ
【220】教育研究活動のほか、 （平成19年度の実施状況）
学内諸活動に関するデータの収 フィールドワークを特長とする京都大学では、膨大な資料、標本、
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集に努め、情報の記録保存（ア 映像、音声などの記録が残されており、その中から特に映像資料
ーカイブ化）を図る。 Ⅲ に焦点を当て、保存するための組織「デジタル・アーカイブ（仮

称）」について、総合博物館及びフィールドワーク関連部局にお
いて、施設設備の具体的な設計、展示用コンテンツ等の検討を行
った。大学文書館では各部局から移管を受けた非現用法人文書等
の管理・保存を引き続き行っている。また、独自に研究活動のア
ーカイブ化を進めている部局もある。

2-2．学術情報の収集とデータベース化に関する具体的方策

【221】学術情報の全学的収集 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き学術情報
・提供体制を整備する。 平成16～18年度で附属図書館及び部局図書室等において、電子ジ の全学的収集・提

ャーナル約12,000種、文献情報データベース45種、学生用図書資 供体制を整備する。
料約27,780冊、留学生用図書資料約1,600冊、研究用図書資料約3
04,900冊を収集して提供を行った。また、学術情報リポジトリの
構築を推進し、正式サイトを立ち上げた。

Ⅲ
【221】学術情報の全学的収集 （平成19年度の実施状況）
・提供体制を整備する。 附属図書館及び部局図書室等において、電子ジャーナル約25,500

種、文献情報データベース46種、学生用図書資料約12,700冊、留
Ⅲ 学生用図書資料約900冊、研究用図書資料約79,800冊の提供を行
った。また、学術情報リポジトリ構築を推進し、ホームページで
公開している。今年度は研究科の紀要等の登録を行った結果、コ
ンテンツ登録数は約12,000件を超えた。

【222】学術情報の公開を通じ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き学術情報
て、社会に対する説明責任を果 ホームページ、刊行物等の各種媒体をはじめ、公開講座やオープ の公開を通じて、
たす。 ンキャンパス等を通じて学術情報の公開を図った。また、学術情 社会に対する説明

報リポジトリの構築を推進し、正式サイトを立ち上げるとともに、責任を果たす。
数理解析研究所講究録や経済学研究科「経済論叢」を登録した。
さらに、研究者と研究成果に関する情報を公開するための研究者

Ⅲ 総覧データベースを構築し、本学のホームページに公開した。

【222】学術情報の公開を通じ （平成19年度の実施状況）
て、社会に対する説明責任を果 大学内の学術情報を公開するため、学術情報リポジトリ構築を推
たす。 Ⅲ 進し、ホームページで公開している。今年度は研究科の紀要等の

登録を行った結果、コンテンツ登録数は12,000件を超えた。また、
ホームページ、刊行物等の各種媒体をはじめ、公開講座やオープ
ンキャンパス等を通じて学術情報の公開に努めた。
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（３） 自己点検・評価及び情報の提供に関する特記事項等

１．特記事項 などについての討論と報告を行った。また、６テーマに分かれた分科会にお
いても、２つの自己点検・評価ワークショップ「学部教育・大学院教育の自

【平成16～18事業年度】 己点検・評価に向けて」及び「研究評価をどう考えるか」を設け、特に、い
わゆる「認証評価」に視点を合わせた討議を積極的に行った。このシンポジ

① 自己点検・評価体制の整備・充実 ウムには、教員・事務職員を合わせて229名が参加した。
平成18年度は「責任ある教育体制とは何か-京都大学における将来像を問

国立大学法人化に伴う新たな大学評価スキームに対応するために、従来 う-」をテーマに、教育改善のための体制が整備され、かつ機能しているか
は大学評価委員会の下に並列配置されていた自己点検・評価等専門委員会 という教育制度の根幹に関わる課題を取り上げるとともに、職員が担うべき
と第三者評価専門委員会の連携を強化することとし、学内評価組織の整備 教育支援の在り方など、全学的な教育体制を改めて問い直すことにより、本
について検討した結果、下記を基本とする新体制を構築した。 学のあるべき教育の将来像を描くことを目指した討論が行われた。
①「大学評価委員会」をこれまでどおり部局長を中心とした構成とし、 特に、「職員の教育支援の在り方は？」と題する分科会において教育支援
委員会としての合意形成機能を果たす機能を持たせる。 の実態および将来への発展について議論した。教務関連に携わる職員のみな
②専門委員会を置かず、各部局における点検・評価委員会の委員長もし らず、経理、施設、総務等の異なるセクションからの職員が一堂に会する機
くは副委員長を中心とした構成の「点検・評価実行委員会」を大学評 会であったため、「教育支援」について総合的な議論ができ、現状および今
価委員会の下に置き、基本方針に基づいた実施機能を果たし、各部局 後の活動に対する問題点の把握ができた。シンポジウム参加者は教職員240
とのパイプ役となって連携を強化する。 名で、そのうち事務職員47名が参加し、教員と職員がともに教育を考えてい
③中長期的観点から、評価の方針や方法、評価情報の活用や評価関係組 く体制が少しずつではあるが進みつつある。
織の見直し等を検討する「大学評価小委員会」を常置して大学評価委 平成19年度は、教育再生会議の提言や中央教育審議会の答申等、社会から
員会の企画機能を果たし、教育研究組織の設置・改廃、その他将来構 求められる高等教育の将来像を踏まえ、特に評価、運営交付金、学部教育・
想に係る事項について検討する企画委員会との連携を図る。 大学院教育、国際化、ユニヴァーサル化をキーワードに第Ⅰ期中期目標・計
④「大学評価支援室」を設置し、大学評価に関する情報収集、大学評価 画に係る評価から第Ⅱ期中期目標・計画策定へ向けて、本学が掲げる「自由
委員会の活動に対する支援、部局等における教育研究活動の状況に関 の学風」の理念をいかに継承・発展させうるかを問い直すことにより、今後
する点検・評価活動に対する支援を行う。 進むべき学部・大学院教育のあり方を探ることを目指し、233人の参加者に
これらの組織を中心として、全学及び学内における自己点検・評価への よる討論を行った。また、「自学自習を根幹とする京都大学の教育の現状と

取組み並びに支援を行っており、さらに、平成16年度から始まった国立大 課題」について文系、理系に分けての討論や「学部教育における研究所・セ
学法人評価委員会による「各年度における業務実績に関する評価」や大学 ンターが果たすべき役割」など５つの分科会において、積極的な討論が行わ
評価・学位授与機構による「機関別認証評価」、「法科大学院認証評価」な れた。これらの内容については、「報告書」にまとめられ公表した。
どに取り組んでいる。

③ ファイナンシャルレポート（財務報告書）の刊行による説明責任の取組
② 全学教育シンポジウムの開催

本学の財政状況及び運営状況を財務諸表上の数値だけでなく、特徴的な活
全学教育シンポジウムは、本学の教育を部局の壁を越えて自由に意見交 動や成果を織り交ぜながらわかりやすく説明した財務報告書を国立大学法人

換する場となることを目的とし、平成８年度より毎年１回１泊２日の研修 として最初にとりまとめ、「Financial Report 2005 財務報告書」として
形式で実施している。過去には全学共通教育の諸問題を主テーマとし、本 広く学内外の関係者に配布した。
シンポジウムでの議論をもとに、例えば全学共通教育の企画・運営・実施 このファイナンシャルレポートでは、本学の活動を広く支える国民、地域
にかかる全学的な責任組織「高等教育研究開発推進機構」の設置の先鞭を 住民、企業、学生、卒業生、附属病院患者等の利害関係者（ステークホルダ
つけるなどの改善につながる成果を挙げてきた。 ー）ごとに、それぞれが関心を持つ活動を整理・分析して解説しており、大
特に平成17年度は高等教育研究開発推進機構と大学評価委員会の共催に 学としての説明責任を強く意識しつつ、法人化により社会に開かれた大学運

より「学部教育・大学院教育の質の改善と自己点検・評価」をテーマに、 営を行おうとする本学の姿勢を明確にした。なお、この取組みは
中期計画や大学評価の基準・観点を念頭に置きながら、教育の質の改善を 「Financial Report 2006 財務報告書」、「Financial Report 2007 財務
どのように具体化するか、質の高い自己点検・評価の実施をどうすべきか 報告書」と継続して発行している。
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④ 外国語のホームページ等による情報発信の充実 ２．共通事項に係る取組状況
【平成16～18事業年度】

教育研究の国際化を推進する上で、我が国の地理的条件から東アジアに ①情報公開の促進が図られているか。
目を向けた広報活動が大切である。 ○情報発信に向けた取組状況
特に、近隣の中国や韓国からの留学生が多いことから、従来の英語ばか 本学の教育研究等に関する諸情報については、以下の通り多様な広報媒体

りではなく、中国語や韓国語による情報提供が重要である。本学では、平 を活用し、提供している。
成18年4月より中国語と韓国語のホームページを開設した。特に、中国語に ・ホームページ
ついては10月からトピックスとして時宜にあった内容を掲載するようにな ・京都大学メールマガジン
って、中国からのアクセス数（ヒット数）が飛躍的に伸び、平成17年度の ・総長等による記者会見
178,440件から平成18年度には547,988件に3倍以上となった。 ・広報にかかる基本方針に基づく、プライバシー保護等の広報倫理の確保
また、従来からの英文ホームページについても、英語版の研究者総覧に に努めるための「広報倫理ガイドライン」の策定

おいて、研究者リストと研究内容の充実を図るなど、より情報発信の充実 ・研究者総覧データベースの構築
に向け、取り組んでいる。 ・全学共通教育に係る全学組織「高等教育研究開発推進機構」：ホームペ

ージでの情報発信（INFORMATION、TOPICS、授業情報等）
【平成19事業年度】 ・学外、携帯電話からもアクセス可能な「KULASIS（京都大学教務情報シ

ステム）」：シラバス、授業変更、休講、試験・レポート等の教務情報
① 自己点検・評価体制のさらなる充実に向け「評価事務プロジェクトチ や授業資料を「早く・わかりやすく・確実に」提供している。

ーム」設置 ・パンフレット、学生向け広報誌「共通教育通信」等の冊子
・平成17年度より、オープンコースウェア（ＯＣＷ）を構築し、学内で行

京都大学においては、「大学評価委員会」、「大学評価小委員会」、「点検 われている講義の教材をウェブにて公開し、国内外の研究者や社会人等
・評価実行委員会」および「大学評価支援室」を中心として大学全体の評 に提供した。
価活動を担ってきた。しかしながら、今後の評価においては、事務本部と また、各学部・研究科においても、便覧や履修の手引き等により、情報発
して、データの収集・蓄積方法などに精通した経験豊かな人材の養成が重 信を行っている。
要である。このような視点より、平成20年度に実施される「中期目標期間
の業務実績評価」の評価業務については、部課の組織単位の壁を越え、そ 【平成19事業年度】
れぞれ幅広い経験・能力・意欲をもった人材を集めた「評価事務プロジェ ①情報公開の促進が図られているか。
クトチーム」を設置し、評価業務を機動的に処理するべく作業を行った。 ○情報発信に向けた取組状況

引き続き、多様な広報媒体を活用し、提供している。
② 各部局における自己点検・評価への取組みに基づき情報発信 ・英文ホームページの公開

・研究者総覧データベースの京都大学ホームページにおける公開
大学は、学校教育法により、自大学の教育研究水準の向上に資するため、 ・機構ホームページ及び機構パンフレットのリニューアルを行いさらなる
教育・研究・組織・運営・施設・設備の状況について自ら定期的に点検・ 情報発信の充実を図った。KULASISについては全学展開を図ることとな
評価を行い、その結果を公表することが規定されている。これを踏まえ、 り、先行部局として工学部・工学研究科を対象に運用を開始した。
平成16年度より平成19年度の期間中、各部局において、次に示すとおりの ・各学部・研究科においては、引き続き、便覧・履修の手引き等の冊子類
自己点検・評価の取組が実施され、その結果が公表された。今後は、さら やホームページの充実を図り、シラバスなどの教育情報を公開している。
に評価結果を教育・研究等の業務内容に活かす取組を進めていくことが重 また、オープンコースウェアについては総長懇談会を開催し、情報提供
要な課題である。 者の増加に努めた。

・経済支援に関する情報をより充実させるため、民間奨学金団体の一覧（団
【平成16年度～平成19年度の部局における自己点検・評価の実施状況】 体名、募集人員、給貸金額等）及び平成18年度の実績（入学料免除、授

平成16年度 ６部局 平成17年度 18部局 業料免除、奨学金等の出願・採用人数、免除・貸与金額等）をホームペ
平成18年度 15部局 平成19年度 19部局 ージに掲載した。

・オープンコースウェアの充実を図り、100以上の講義ノートと100の映像
コンテンツをアップした。また、京都大学オープンコースウェアのアク
セス数は100万アクセス（30分以上サイトに滞在）を超えた。



- 53 -

京都大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（４）その他の業務運営に関する重要事項

① 施設設備の整備・活用に関する目標

中 １－１．施設等の整備に関する基本方針
期 ・ キャンパス及びスペースの環境整備に関する基本方針及び長期的な構想を明確化し、良好なキャンパス環境の創造を目
目 指す。
標
１－２．施設等の有効活用に関する基本方針
・ 質の高い教育研究活動を展開するための重要資源として、土地、建物、設備、エネルギー等を全学的観点から高度有効
活用を図る。

１－３．施設等の機能保全・維持管理に関する基本方針
・ 教育研究活動の拠点に相応しい施設水準を確保し、安全で良好な施設設備の機能保全と維持管理を図る。

１－４．施設等の新たな整備手法の導入推進に関する基本方針
・ 施設費補助金のみならず、多様な手法の導入と財源の確保に努め、自律的な施設設備の効果的・効率的整備を目指す。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の
期 度 実施予定

1-1．施設等の整備に関する具体的方策

【223】既存スペースの利用実 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
態や既存施設の利用状況を把握 既存スペースの利用実態や既存施設の利用状況を把握するため、
するための施設マネジメント体 組織の再編により施設・環境部に、平成17年４月に施設の有効活
制を構築し、情報ネットワーク 用に関する事務を行う「施設活用課」を設置し、施設マネジメン
等の活用によりユーザー自身の ト体制を構築した。
自律的な施設の有効利用に向け また、情報ネットワークの活用による「Ｎｅｔ－ＦＭ施設利用管
た取組を促進する。 理システム」（42部局に入力依頼し、27部局入力完了）及びグル

ープウェア等を利用し、現有施設の情報検索や使用状況をもとに
施設の予約を行うなど、ユーザー自身が自律的に会議室等を有効

Ⅲ 活用できるよう努めている。

【223】情報ネットワーク等の （平成19年度の実施状況）
活用によりユーザー自身の自律 情報ネットワークを活用した「施設利用管理システム」（42部局
的な施設の有効利用に向けた取 に入力依頼し、28部局入力完了）の改善運用方法を検討し、利用
組を促進する。 者に有益な施設情報である施設実態調査図面、共同利用スペース

Ⅲ やレンタルスペースの利用状況等のダウンロードサービスを提供
出来るよう作業を進めるとともに、利用者の入力作業の負担軽減
のため施設利用状況把握に必要最小限の入力項目を設定し、ユー
ザー自身の自律的な施設の有効利用に向けた取組を促進した。

【224】教育研究・国際交流・ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
社会貢献・学生支援・医療等の 平成16年４月に施設整備委員会を設置し、役員会の諮問に基づき、
観点による施設の確保及び整備 全学的な施設の確保及び整備拡充に関する計画を立案し、屋外環
拡充に関する計画を立案し、屋 境やバリアフリー（スロープ・エレベーター・身障者用トイレの
外環境やバリアフリー等にも配 設置等）等にも配慮しつつ、施設整備費補助金等にてその推進に
慮しつつ、その推進に努める。 努めた。

上記により、飛散性アスベストの除去を終え、安全安心な教育研
究環境の再生を図った。
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また、施設担当理事の下に「耐震補強を中心とした地震防災検討
会」を設置し、「京都大学耐震化推進方針」（平成18年５月）を

Ⅲ 策定し、本方針に基づいて国に補助金の要求を行い、約８万㎡の
耐震改修事業の予算を確保するとともに、予算措置されたもの等
を含め、平成18年度に耐震化率が63％から73％に向上した。

【224】教育研究・国際交流・ （平成19年度の実施状況）
社会貢献・学生支援・医療等の 施設整備委員会において、全学的な施設の確保及び整備拡充に関
観点による施設の確保及び整備 する計画立案を行っている。屋外環境やバリアフリー(スロープ
拡充に関する計画により、屋外 ・エレベーター・身障者用トイレの設置等)等にも配慮しつつ、
環境やバリアフリー等にも配慮 平成19年度は、吉田、宇治、熊取及び犬山地区の耐震対策事業等
しつつ、その推進に努める。 の施設整備を行った。これらの施設整備により、約８万㎡の施設

Ⅲ （吉田キャンパスでは理学部１号館他14棟、宇治キャンパスでは
宇治地区研究所本館、熊取キャンパスでは研究棟、犬山キャンパ
スでは霊長類研究所本館）の耐震化が完了し、予算措置されたも
のを含め、耐震化率が73％から76％に向上した。また、目的積立
金を活用した「京都大学重点事業アクションプラン2006～2009」
にて、学生支援に係わる整備等に3,582百万円を重点的に配分し、
プランの実施に向け作業を進めている。

1-2．施設等の有効活用に関する具体的方策

1-2-1．土地の有効活用

【225】既存土地の活用状況に （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
関する点検・評価の実施体制を 各キャンパスの既存土地の効率的な運用を促進するため、平成17
整備する。 年４月に施設・環境部を再編し施設活用課を設置、関係部局等の

協力を得ながら維持管理範囲を明確にするとともに、土地の有効
利用のための評価情報を施設整備委員会等に提供し、戦略的整備
計画の基礎資料として活用している。

有効活用の実施状況
平成17年度
吉田キャンパスの駐車場及び駐輪場等の現状把握

平成18年度
・橘町宿舎の用途変更を行い、女性研究者支援施設へ転用

Ⅲ ・旧泉殿町宿舎用地を学内附置研究所・センターと吉田地区との
連携交流拠点に転用

・犬山職員宿舎の空室利用による外国人研究者・学生等との相互
利用を実施

・本部構内のシンボル等として、百周年時計台記念館北広場の整
備

【225】（17年度に実施済みの （平成19年度の実施状況）
ため、19年度は年度計画なし） 旧泉殿町宿舎用地の既存建物を改修することにより、平成19年7

月から、学内附置研究所・センターの吉田地区における連携交流
拠点「吉田泉殿」として、産官学連携、国際交流、全国共同利用
・学内共同利用の推進、各種会議・研究会等に利用している。
なお、女性研究者支援施設は、平成19年4月から「女性研究者

支援センター」としての活動を行っている。

【226】土地の有効活用を推進 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
するための方策を策定し、改善 土地有効活用を促進するため、以下のとおり改善に努めた。
に努める。

有効活用の実施状況
平成17年度
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吉田キャンパスの駐車場及び駐輪場等の現状把握
平成18年度
・橘町宿舎の用途変更を行い、女性研究者支援施設へ転用
・旧泉殿町宿舎用地を学内附置研究所・センターと吉田地区と
の連携交流拠点に転用

・犬山職員宿舎の空室利用による外国人研究者・学生等との相互
Ⅲ 利用を実施

・本部構内のシンボル等として、百周年時計台記念館北広場の
整備

【226】土地の有効活用を推進 （平成19年度の実施状況）
するための方策を策定し、改善 旧泉殿町宿舎用地の既存建物を改修することにより、平成19年７
に努める。 月から、産官学連携、全国共同利用等の推進、研究会等に利用を

開始した（利用率（利用回数／開館日数）約84％（開館日数182
日、利用回数153回）、延べ利用人数1,638人）。また、女性研究

Ⅲ 者支援施設は「女性研究者支援センター」としての活動を行って
いる。さらに病院東構内施設の高層･集約化を図りつつ、病院西
構内施設の集約配置を図るなど、病院東・西構内を一体的にとら
えた効率的な土地の有効活用を推進するため病院構内マスタープ
ランを策定した。また、稼働率が低い宇治の単身教職員用宿舎を
建て替えて高層化し、教職員宿舎と外国人研究者用の宿泊施設の
機能を兼ね備えた施設の設計に着手した。

【227】魅力あるキャンパスづ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
くりのために屋外空間の整備を 魅力あるキャンパスづくりのため、本学のキャンパスアメニティ
図る。 計画に基づいて、本部構内百万遍門付近及びそれに続く構内幹線

道路を歩車分離、植栽等により、身体障害者にも配慮した歩行者
優先の整備を行った。
また、本部構内のシンボル等として、百周年時計台記念館北広場
の整備を実施した。
その他のキャンパスにおいても、植栽や身障者駐車場、駐輪場の

Ⅲ 整備等に努めた。

【227】魅力あるキャンパスづ （平成19年度の実施状況）
くりのために屋外空間の整備を 吉田キャンパスでは、部局において植栽の手入れや駐輪場の整備
図る。 等、桂キャンパスでは、福利保健管理棟での芸術作品の展示や間

伐材を使用した椅子の設置等、宇治キャンパスでは外灯の整備等
Ⅲ を行い、安全安心な屋外空間の整備等をそれぞれ行った。また、
病院東・西構内を一体的にとらえた効率的な土地の有効活用を推
進することを目的に策定した病院構内マスタープランの中で、魅
力あるキャンパスづくりのため屋外空間の整備方針を明確化し、
今後、これに基づき整備を図る予定である。

1-2-2．施設の有効活用

【228】既存施設の活用状況に （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
ついての点検・評価の実施体制 平成17年４月に、施設・環境部に「施設活用課」を設置し、既存
を整備する。 施設の活用状況についての点検・評価の実施体制を整備した。ま

た、平成16年度に導入した「施設利用管理システム」により、全
学の部屋名、使用者名、面積等、使用状況の把握を継続して行っ
た。さらに、本部構内再配置計画の見直し、スペースチャージ及
び部局間に格差のある必要面積保有率の是正等の方針について、
審議を行っている。

Ⅲ
【228】（17年度に実施済みの （平成19年度の実施状況）
ため、19年度は年度計画なし） 施設設備に関連した資産の運用システムを構築し、施設・スペー
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スの適切な再配分を通じてその有効活用を図るため、本部構内再
配置計画の見直しを行った。これに基づき、工学部９号館にスペ
ースチャージを課した全学共用のレンタルスペースを確保し、平
成20年度からの運用開始に向け担当理事の下に本スペース運用の
検討会等を設置して、施設の有効活用について検討を行った。ま
た、整備率の低かった地球環境学堂・学舎にスペースを適切に再
配分し、整備率の改善を図った。

【229】施設設備に関連した資 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
産の運用システムを構築し、施 施設設備に関連した資産の運用システムを構築し、施設・スペー
設・スペースの適切な再配分を スの適切な再配分を通じて、その有効活用を図るため、本部構内
通じて、その有効活用（教育研 再配置計画の見直し、スペースチャージ及び部局間に格差のある
究スペースの弾力的運用、学際 必要面積保有率の是正等の方針について、施設整備委員会等にて
的・先端的プロジェクト研究等 審議を行っている。
に対応する共通スペースの確 また、グループウェア等を利用し、現有施設の情報検索や使用状
保、講義室・ゼミ室・会議室の 況をもとにユーザー自身が施設の予約を行うなど、会議室等の有
全学的共通利用による諸室の稼 効活用の促進に努めている。
働率の向上）を図る。 Ⅲ

【229】施設設備に関連した資 （平成19年度の実施状況）
産の運用システムを構築し、施 施設設備に関連した資産の運用システムを構築し、施設・スペー
設・スペースの適切な再配分を スの適切な再配分を通じてその有効活用を図るため、本部構内再
通じて、その有効活用（教育研 配置計画の見直しを行った。これに基づき、工学部９号館にスペ
究スペースの弾力的運用、学際 Ⅲ ースチャージを課した全学共用のレンタルスペースを確保し、平
的・先端的プロジェクト研究等 成20年度からの運用開始に向け、理事の下に本スペース運用の検
に対応する共通スペースの確 討会等を設置して、施設の有効活用について検討を行った。さら
保、講義室・ゼミ室・会議室の に、グループウェア等を利用し、現有施設の情報検索や使用状況
全学的共通利用による諸室の稼 をもとにユーザー自身が施設の予約を行うなど、施設の有効活用
働率の向上）を図る。 の促進に努めている。

1-2-3．設備の有効活用

【230】設備の設置状況等の実 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
態把握に努め、その有効活用を 教育研究装置類や共通機器類等の設置状況等については、その実
図る。 態の適切な把握に努め、再利用が可能な装置・機器類等について

はホームページ上で供用公募を行うことにより、教職員間におけ
る情報の共有をおこない有効活用を図っている。
また、各建物の受変電設備や空気調和設備等については、調査時
に施設カルテ調査計画書を作成してその実態把握に努める一方、
在庫リストや再利用計画を作成して既存建物設備の有効活用を図
った。

Ⅲ
【230】設備の設置状況等の調 （平成19年度の実施状況）
査マニュアルを策定し実態把握 教育研究装置類や共通機器類等の設置状況等については、その実
に努めるとともに、既存設備の 態の適切な把握に努め、再利用が可能な装置・機器類等について
有効活用を図る。 はホームページ上で供用公募を行うことにより、教職員間におけ

Ⅲ る情報の共有をおこない有効活用を図っている（平成19年度供用
公募実績 5,084件）。
また、吉田地区各建物の設備の設置状況（受変電設備、分電盤、
空気調和設備、照明設備等）については、調査マニュアル（吉田
地区施設カルテ調査計画書）により実態を把握し、在庫リストを
作成し、既存変圧器等の有効活用を図った。

【231】既存設備の有効活用を （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
推進するとともに、不用設備の 教育研究装置類や共通機器類等の設置状況等については、その適
適切な処分等を実施する。 切な把握に努め、再利用が可能な装置・機器類等についてはホー

ムページ上で供用公募を行うことにより、教職員間における情報
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の共有をおこない有効活用を図るとともに、有効活用の途がない
設備等については、売り払いや廃棄など適切な処分等に繋げてい
る。
また、各建物の受変電設備や空気調和設備等については、調査時
に施設カルテ調査計画書を作成してその実態把握に努める一方、
在庫リストや再利用計画を作成して既存建物設備の有効活用を図
っている。

Ⅲ 更に、設備整備計画（マスタープラン）に、学内・学外の共同利
用を促進する支援体制の強化を明示すると共に、利用時間の少な
い設備や老朽化が進んだ設備については積極的に売却・廃棄を図
ることとしている。

【231】既存設備の有効活用を （平成19年度の実施状況）
推進するとともに、不用設備の 【計画番号230と同じ】
適切な処分等を実施する。 教育研究装置類や共通機器類等の設置状況等については、その実

態の適切な把握に努め、再利用が可能な装置・機器類等について
はホームページ上で供用公募を行うことにより、教職員間におけ

Ⅲ る情報の共有をおこない有効活用を図った（平成19年度供用公募
実績 5,084件）。
また、吉田地区各建物の設備の設置状況（受変電設備、分電盤、
空気調和設備、照明設備等）については、調査マニュアル（吉田
地区施設カルテ調査計画書）により実態を把握し、在庫リストを
作成し、既存変圧器等の有効活用を図った。

1-2-4．エネルギーの効率的利用及び有効活用

【232】電気・ガス・水等のエ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
ネルギー使用実態の把握体制を 平成17年４月に施設・環境部に「施設活用課」を設置して、全学
整備する。 的なエネルギー使用実態の把握体制を整備するとともに、各部局

においてもエネルギー管理主任者及び管理要員等を配置するな
ど、エネルギーの使用状況の把握体制を整備した。18年度には、
引き続き吉田キャンパスの各部局におけるエネルギー使用実績を
グラフ化してホームページに掲載することで、省エネルギーの啓
発を図った。また、部局の省エネルギーの運用状況についてヒア
リングを行い、エネルギー削減の具体的な指導、啓発活動の実施、
及び主要部局等の巡視点検等により、主要キャンパスにてゴール
デンウイーク中に約３％のエネルギー削減を実現した。さらに、

Ⅲ 省エネ対策として、吉田食堂空調設備工事を実施した。

【232】（17年度に実施済みの （平成19年度の実施状況）
ため、19年度は年度計画なし） エネルギー使用実態の巡視点検・ヒアリング等により、各部局の

省エネルギーの運用状況を把握し、省エネルギーの具体的な指導、
啓発運動を行った結果、例えば、主要キャンパスではエネルギー
削減に努め、ゴールデンウィーク期間については前年度比約1.3
％減を実現した。また、「京都大学省エネルギー推進方針」（平
成19年４月）のエネルギー削減中長期計画に従い、照明設備の高
効率化等の推進を図ることとした。なお、省エネルギーの一層の
推進のため、設備改修による原単位あたり１％削減を実施するた
めの原資として、環境賦課金制度を創設した。

【233】エネルギーの効率的利 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
用と有効活用を図り、省エネル 「京都大学省エネルギー推進方針」を策定し、本学のエネルギー
ギーの啓発と実施に努める。 の効率的利用と有効活用に係る方針を明確にした。

また、吉田キャンパスの各部局におけるエネルギー使用実績をグ
ラフ化してホームページに掲載するとともに、各部局のエネルギ
ーの運用状況についてヒアリングを行い、エネルギー削減の具体
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的な指導、啓発活動を実施したことにより、主要キャンパスにて
ゴールデンウイーク中に約３％のエネルギー削減が実現した。
さらに、照明器具の高効率型へ交換、エアコンの集中管理、休憩
時間の自動消灯や夜間の照明抑制など、省エネルギー対策工事を
実施し、平成17年度には吉田キャンパスにて原単位あたり0.5％

Ⅲ 低減を図るなど、エネルギーの効率的利用と有効活用を図った。

【233】エネルギーの効率的利 （平成19年度の実施状況）
用と有効活用を図り、省エネル 【計画番号232と同じ】
ギーの啓発と実施に努める。 エネルギー使用実態の巡視点検・ヒアリング等により、各部局の

省エネルギーの運用状況を把握し、省エネルギーの具体的な指導、
啓発運動を行った結果、例えば、主要キャンパスではエネルギー

Ⅲ 削減に努め、ゴールデンウィーク期間については前年度比約1.3
％減を実現した。また、「京都大学省エネルギー推進方針」（平
成19年４月）のエネルギー削減中長期計画に従い、照明設備の高
効率化等の推進を図ることとした。なお、省エネルギーの一層の
推進のため、設備改修による原単位あたり１％削減を実施するた
めの原資として、環境賦課金制度を創設した。

1-3．施設等の機能保全・維持管理に関する具体的方策

【234】屋内外環境及び施設設 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
備の機能保全・維持管理体制を 平成17年４月に施設・環境部に「施設活用課」を設置し、屋内外
整備し、学内構成員に対する啓 環境及び施設設備の機能保全・維持管理体制を整備し、この体制
発活動に努める。 により、雨期の屋外雨水管の巡回点検及び２次変電室の定期巡視

を行い、不良内容を当該部局に伝え、保全の啓発活動に努めた。

【234】屋内外環境及び施設設 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
備の機能保全・維持管理体制を 屋内外環境及び施設設備の機能保全・維持に努めている。例えば
整備し、学内構成員に対する啓 吉田キャンパスの変電室の定期巡視により発覚した問題点（変電
発活動に努める。 Ⅲ 機器の不具合、小動物の侵入防止策など）を管理部局へ伝え、改

善処理を行うとともに、屋外雨水排水路の巡回点検を実施した。
また、エネルギー管理主任者会議で各部局の電気工作物保安主任
者に対し、機能保全・維持管理について啓発活動に努めた。

【235】屋内外環境及び施設・ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
設備の実状について点検・評価 屋外の安全・防犯対策として全キャンパスの外灯の設置状況につ
を実施し、機能保全・維持管理 いて点検・評価を実施し、外灯整備計画及び機能保全計画を策定
計画を策定するとともに、経費 するとともに、経費を確保し、外灯整備及び外灯機能の維持保全
の確保により適時適切な実施に を図った。また宇治キャンパスにおいては、雨水流入による不明
努める。 水について調査し、修繕によって下水量の低減を図った。

Ⅲ
【235】屋内外環境及び施設・ （平成19年度の実施状況）
設備の実状について点検・評価 屋外環境の点検・評価を実施し、「本部構内キャンパス環境美化
を実施し、機能保全・維持管理 提案書」を取りまとめるとともに、経費確保の上、本部構内及び
計画を策定するとともに、経費 Ⅲ 周辺道路の環境美化業務（除草、落ち葉・ゴミ清掃、樹木剪定、
の確保により適時適切な実施に 排水溝・排水枡清掃）を開始した。また、「外灯機能保全計画」
努める。 に基づき、外灯の点灯機能の維持保全及び照度確保のため、支障

樹木の剪定等に努めた。

1-4．施設等の新たな整備手法の導入推進に関する具体的方策

【236】民間資金等の活用（Ｐ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
ＦＩ）事業の導入及び寄附受け ＰＦＩ事業として、（桂）総合研究棟V、（桂）福利・保健管理棟
入れ等により、施設等の整備に 施設整備、（南部）総合研究棟施設整備、及び（北部）総合研究
必要な財源の確保に努める。 棟改修（農学部総合館）施設整備を実施している。
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また、寄附事業として、桂キャンパスに京都大学ローム記念館が
竣工し（供用開始平成17年５月、延床面積約6,800㎡）、その他、
桂キャンパスにて船井哲良記念講堂・船井交流センター、吉田キ
ャンパスにて積貞棟（寄附病棟）及び稲盛財団記念館の建設に向
けて作業を進めた。

Ⅲ
【236】民間資金等の活用（Ｐ （平成19年度の実施状況）
ＦＩ）事業の導入及び寄附受け ＰＦＩ事業として、(桂)総合研究棟V、(桂)福利・保健管理棟施
入れ等により、施設等の整備に 設整備、(南部)総合研究棟施設整備、及び（北部)総合研究棟改
必要な財源の確保に努める。 修(農学部総合館)施設整備を実施している。また、寄附受け入れ

により、桂キャンパスに船井哲良記念講堂・船井交流センター（延
Ⅲ 床面積約8,800㎡）が平成19年８月に竣工し、吉田キャンパスで
は積貞棟（寄附病棟）、稲盛財団記念館及び医学部保健学科施設
の一部の建設に向けて作業を進めた。さらに、目的積立金を活用
した「京都大学重点事業アクションプラン2006～2009」にて、学
生支援に係わる整備等に3,582百万円を重点的に配分し、プラン
の実施に向け作業を進めた。

【237】（桂）総合研究棟Ⅴ、（桂） （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
福利・保健管理棟施設整備事 計画したＰＦＩ事業の進捗状況は次のとおりである。
業、（南部）総合研究棟施設整 ・（桂）総合研究棟V：平成18年３月竣工、同年４月より維持管
備事業及び（北部）総合研究棟 理業務開始
改修（農学部総合館）施設整備 ・（桂）福利・保健管理棟：平成17年３月竣工、同年４月より
等事業については、ＰＦＩ事業 維持管理業務開始
として確実に推進する。 ・（南部）総合研究棟：平成17年３月竣工、同年４月より維持管

理業務開始
・（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）：平成18年３月一部
竣工、同年４月より一部維持管理業務開始（平成21年３月に建
物全て改修完了予定）

Ⅲ
【237】（桂）総合研究棟Ⅴ、（桂） （平成19年度の実施状況）
福利・保健管理棟施設整備事 計画したＰＦＩ事業の進捗状況は次のとおりである。
業、（南部）総合研究棟施設整 ・(桂)総合研究棟V:平成18年３月竣工、同年４月より維持管理業
備事業及び（北部）総合研究棟 務開始
改修（農学部総合館）施設整備 Ⅲ ・(桂)福利・保健管理棟:平成17年３月竣工、同年４月より維持
等事業については、ＰＦＩ事業 管理業務開始
として確実に推進する。 ・(南部)総合研究棟:平成17年３月竣工、同年４月より維持管理

業務開始
・(北部)総合研究棟改修(農学部総合館):平成18年３月一部竣工、
同年４月より一部維持管理業務開始(平成21年３月に建物全て
改修完了予定)

【238】学外スペースに関する （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
情報の収集体制を整備し、貸借 学外のスペースについては、複数の部局が各分野の教育研究に必
契約等による適切な教育研究ス 要な地域に密着したスペースや広報拠点として、貸借契約等によ
ペースの確保に努める。 り機動性、効率性、透明性を確保した積極的な活用に努めており、

その状況は本部に報告することにより把握されている。これまで
に、「上海センター」（中国）等の海外拠点や経済研究所の東京
分室等があげられるほか、霊長類研究所では、民間企業から賃借
契約により約10haの土地を確保し、自然環境の中でサルの繁殖研
究を行うリサーチ・リソース・ステーション計画を開始した。ま
た、ナノメディシン融合教育ユニットでは、再生医療が集積する
神戸地区に、社会人を対象に再教育を行うスペースを確保した。

【238】学外スペースに関する Ⅲ （平成19年度の実施状況）
情報の収集体制を整備し、貸借 学外のスペースについては、各分野の教育研究に必要な地域に密
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契約等による適切な教育研究ス 着したスペース等を、複数の部局が賃借契約等により積極的な確
ペースの確保に努める。 保に努めており、その状況は本部に報告することにより把握され

ている。
・教育学研究科：研究会、シンポジウム、一般向けのセミナーな

Ⅲ どを開催することができる遠隔地キャンパスとして「烏丸キャ
ンパス」を確保した。

・農学研究科：寄附講座（産業微生物講座）設置に伴い、独立行
政法人中小企業基盤整備機構の施設を教育研究スペースとして
確保した。

・人間・環境学研究科：京都府より旧京都府洛東病院看護寮跡地
の施設を教育研究スペースとして確保した。

【239】民間企業・自治体等と （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
の連携によるスペース確保に努 京都市の「京都市スーパーテクノシティ構想」に基づき、桂キャ
める。 ンパスに隣接する「桂イノベーションパーク」内の独立行政法人

科学技術振興機構の産学連携施設「研究成果活用プラザ」におい
て本学の研究課題が採択され、共同研究スペースを無償にて確保
した。
また、同地区にある中小企業基盤整備機構による大学連携型起業
家育成施設「京大桂ベンチャープラザ」においても、借用にて研
究スペースを確保した。

Ⅲ
【239】民間企業・自治体等と （平成19年度の実施状況）
の連携によるスペース確保に努 京都市の「京都市スーパーテクノシティ構想」に基づき、桂キャ
める。 ンパスに隣接する「桂イノベーションパーク」内に設立された独

立行政法人科学技術振興機構の産学連携施設「研究成果活用プラ
Ⅲ ザ」において本学の研究課題（12件）が採択され、無償にて共同
研究スペースが確保されている。また、同地区にある中小企業基
盤整備機構により、大学発技術シーズの産業化等を目的に整備さ
れた「京大桂ベンチャープラザ」においても、研究スペース（３
件）が確保された。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項
② 環境保全及び安全管理・安全教育に関する目標

中 ・ 適正な労働安全衛生管理に努めるとともに、環境保全及び安全管理・安全教育に関するサービス面で部局等の教育研究活
期 動を支援する。
目
標 ２－１．環境保全に関する基本方針

・ 「京都大学環境憲章」の精神に則り、教職員及び学生のほかすべての本学構成員の一致協力のもとに、継続性のある環境
マネジメントシステムを構築し、地域社会と連携しつつ環境保全活動を推進する。

２－２．安全管理に関する基本方針
・ 労働安全衛生法を遵守するための人的配置と施設設備の整備に努める。
・ 環境マネジメントと一体的に取り組むための労働安全管理システムを構築する。

２－３．安全教育に関する基本方針
・ 教職員並びに学生等の全構成員を対象として環境と安全衛生の基本的知識に関する教育を実施し、環境マネジメントや安
全マネジメントの素養も備えた技術者・研究者を養成する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の
期 度 実施予定

【240】環境保全センターの改 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き環境保全
組、及び放射性同位元素総合（Ｒ 環境保全・安全管理・安全教育・保健衛生に関連した業務を総括 ・安全管理・安全
Ｉ）センター、保健管理センタ 的に推進するための全学教育研究支援基盤組織として環境安全保 教育に関連した業
ー等との連携により、環境保全 健機構を設置し、環境安全保健に関連する放射性同位元素総合セ 務運営を包括的に
・安全管理・安全教育に関連し ンター、環境保全センター、低温物質科学研究センター、保健管 担当する全学の環
た業務運営を包括的に担当する 理センター、カウンセリングセンター及び医学研究科附属ゲノム 境安全保健機構の
全学の教育研究支援基盤組織を 医学センターの６センターが機構の業務を支援する体制を構築し 充実を図る。
構築する。 Ⅲ た。なお、環境保全センターについては体制強化のため平成17年

度は全学流用定員により、引き続き平成18年度は重点施策定員に
より助教授１名を措置した。

【240】環境保全・安全管理・ （平成19年度の実施状況）
安全教育に関連した業務運営を 各部局に安全衛生管理総括者（部局長）を補佐する安全衛生推進
包括的に担当する全学の環境安 者を置くとともに、部局安全衛生委員会を整備して安全管理体制
全保健機構の充実を図る。 Ⅲ の強化・充実を図った。部局安全衛生委員会の主催により教職員

への講習会(医学部高圧ガス講習会20年２月、130名参加)が実施
される等主体的な取り組みが行われた。

2-1．環境保全に関する具体的方策

【241】地域社会との共存にも （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き地域社会
配慮した環境保全基準や行動指 平成17年度末に「京都大学安全衛生管理指針（標準）」を作成・ との共存にも配慮
針を策定する。 配布し、学内における事故及び火災等の発生を未然に防止するべ した環境保全基準

く意識の向上が図れた。同指針は毎年見直しを行い内容の充実を や行動指針を充実
図った。 させる。
平成18年９月に「京都大学環境報告書2006」を作成してホームペ
ージで公表するとともに、ダイジェスト版を冊子で全構成員に配
布した。
さらに、平成19年１月に「環境報告書公表記念シンポジウム」を
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開催し、地域社会に京都大学の環境問題への取り組みに関する情
報発信を行った（一般72名を含む171名参加）。

Ⅲ
【241】地域社会との共存にも （平成19年度の実施状況）
配慮した環境保全基準や行動指 環境負荷低減を図るための行動を示した「京都大学環境報告書20
針を充実させる。 07」をホームページで公表するとともに、ダイジェスト版27,000

部を全構成員に配布した。また、研究室における具体的な環境配
慮行動をマニュアル化し配布した。さらに、環境報告書ステーク

Ⅲ ホルダー委員会を公募により組織し、地域社会からの意見聴取を
行い、実効性あるエネルギー・温室効果ガス対策を展開していく
こと、信頼性の高い環境負荷データ収集体制を確立すること等の
提言を踏まえつつ、ハード・ソフト両面からエネルギー・温室効
果ガスの削減に取り組むべく、「京都大学環境計画」（平成20年
１月）を策定した。

【242】桂キャンパスにおける （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き京都大学
ＩＳＯ14001認証を取得するた 桂キャンパスを含めた全学の環境マネジメントの基礎となる環境 にふさわしい環境
めの初期環境調査を実施すると データを収集し、その信頼性を高めるための検証を行って各種手 マネジメント体制
ともに、環境マネジメント体制 引書を作成した。ＩＳＯ１４００１認証取得の趣旨に鑑みて京都 の構築に向けた取
を構築する。 大学にふさわしい環境マネジメント体制を構築するため、「環境 り組みを実施する。

目標管理システム推進検討ワーキンググループ」を設置し、桂キ
ャンパスにおいても「桂キャンパスＥＭＳ（環境管理システム）
検討専門委員会」を設置した。

Ⅲ
【242】環境にかかる初期環境 （平成19年度の実施状況）
調査を実施するとともに、環境 ＩＳＯ１４００１認証取得の趣旨に鑑みて京都大学にふさわしい
マネジメント体制の構築に努め 環境マネジメントシステムの確立に向け、「環境目標管理システ
る。 ム推進検討ＷＧ」において、省エネ及び温室効果ガス低減の目標

Ⅲ を検討の上、環境配慮活動における優先的な課題を五つの柱とし
て掲げ、その達成を目指す具体的な取組を定めた「環境計画」を
策定し（平成20年１月）、検証制度を含めた環境マネジメント体
制の充実を図った。また、「桂キャンパスＥＭＳ(環境管理シス
テム)検討専門委員会」において、桂キャンパスにおける環境管
理システム、環境安全教育、廃棄物、省エネ等について検討した。

【243】吉田及び宇治キャンパ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き京都大学
スにおいては、桂キャンパスに 平成19年度からの計画のため概略なし にふさわしい環境
おける環境マネジメントシステ 保全基準や行動指
ムの取組実績の点検・評価に基 針を充実させる。
づき、新たな環境保全基準や行
動指針を策定する。 【243】吉田及び宇治キャンパ （平成19年度の実施状況）

スにおいては、桂キャンパスに Ⅲ 【計画番号242と同じ】
おける環境マネジメントシステ ＩＳＯ１４００１認証取得の趣旨に鑑みて京都大学にふさわしい
ムの取組実績の点検・評価に基 環境マネジメントシステムの確立に向け、「環境目標管理システ
づき、新たな環境保全基準や行 ム推進検討ＷＧ」において、省エネ及び温室効果ガス低減の目標
動指針の策定に努める。 Ⅲ を検討の上、環境配慮活動における優先的な課題を五つの柱とし

て掲げ、その達成を目指す具体的な取組を定めた「環境計画」を
策定し（平成20年１月）、検証制度を含めた環境マネジメント体
制の充実を図った。また、「桂キャンパスＥＭＳ（環境管理シス
テム）検討専門委員会」において、桂キャンパスにおける環境管
理システム、環境安全教育、廃棄物、省エネ等について検討した。

【244】学内の諸構成員を対象 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き学内の諸
とした全学的な環境教育を実施 環境保全・安全管理・安全教育・保健衛生に関連した業務を総括 構成員を対象とし
し、環境意識の向上を図る。 的に推進するための全学教育研究支援基盤組織として設置した た全学的な環境教

「環境安全保健機構」の主催により次のとおり講習会・シンポジ 育を実施し、環境
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ウム等を実施し、環境保全と安全管理について意識の向上を図っ 意識の向上を図る。
た。また、本学学生に対して全学共通教育科目として次のとおり
開講し環境安全に対する意識向上を図った。

講習会等
【平成17年度】
・「安全衛生講習会（22回、約4,400名受講）」
・「環境安全保健機構開設記念フォーラム

（平成17年７月、約180名参加）」
・「アスベスト問題シンポジウム（平成18年１月、約350名参加)」
【平成18年度】
・「環境報告書公表記念シンポジウム

（一般72名を含む171名参加）」
・「安全衛生講習会（約320名受講）」

全学共通教育科目
【平成17年度】
・「環境学Ａ（履修者数66名）」

Ⅲ ・「環境学Ｂ（履修者数66名）」
【平成18年度】
・「環境学（履修者数46名）」
・「環境安全学（履修者数36名）」

【244】学内の諸構成員を対象 （平成19年度の実施状況）
とした全学的な環境教育を実施 「京都大学環境報告書2007」をホームページで公表し、ダイジェ
し、環境意識の向上を図る。 スト版を全構成員に配布するとともに、京大サロンにおいてパネ

ル展示を行った。また、研究室における具体的な環境配慮行動を
マニュアル化し配布した。さらに、事務担当向けに、環境マネジ
メントの現状及び関係法令に関する講習会（平成19年７月、58名

Ⅲ 参加）、廃棄物管理に関する講習会（平成19年11月、43名参加）
を開催するとともに、局所排気設備自主検査講習会（化学実験関
係者向け、平成19年９月、52名参加）等において省エネルギーに
よる環境配慮に関する解説を行い、全学的な環境意識の向上を図
った。
本学学生に対しては平成17,18年度に引き続き全学共通科目とし
て環境学（履修者数45名）、環境安全学（履修者数32名）を開講
し環境に対する意識向上に努めた。

2-2．安全管理に関する具体的方策

【245】環境保全と安全管理に （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き環境保全
ついて一体的に取り組むための 京都大学安全衛生管理規程を制定して吉田をはじめとする、７事 と安全管理につい
労働安全衛生管理体制を整備す 業場をそれぞれ１単位として、労働安全衛生法等関係法令に適合 て一体的に取り組
る。 した労働安全衛生管理体制を整備するとともに、学生・教職員の むための労働安全

安全保持、保健衛生及び安全衛生教育並びに環境保全に関する重 衛生管理機能の充
要事項を調査・審議するための全学委員会として環境・安全・衛 実を図る。
生委員会を整備した。また、環境保全・安全管理・安全教育・保
健衛生に関連した業務を総括的に推進する環境安全保健機構を設
置し、環境安全保健に関連する環境保全センターをはじめ、環境
安全保健に関連するセンターが機構の業務を支援する体制を構築
した。

【245】環境保全と安全管理に Ⅲ （平成19年度の実施状況）
ついて一体的に取り組むための 環境安全保健機構業務を行う事務組織を従前の１課２グループ体
労働安全衛生管理機能の充実を 制から、１部１課４グループ体制に拡充するとともに、京都大学
図る。 安全衛生管理規程等関係規程の改正に基づき、各部局に安全衛生
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Ⅲ 管理総括者（部局長）を補佐する安全衛生推進者の配置や、部局
安全衛生委員会を整備することにより労働安全管理体制の強化・
充実を図った。部局安全衛生委員会の主催により教職員への講習
会（医学部高圧ガス講習会20年２月、130名参加）が実施される
等主体的な取り組みが行われるようになった。また、学生及び教
職員を対象とした総合的健康管理システムや有害業務従事状況登
録システムの構築・導入を図るなど全構成員の安全衛生管理業務
に一体的に取り組むことが可能となった。

【246】衛生管理者等の労働安 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き衛生管理
全管理の推進に必須の資格を教 第一種衛生管理者をはじめ、労働安全衛生法上必要な資格取得支 者等の労働安全管
職員が積極的に取得することを 援事業に積極的に取り組んだ結果、全学で第一種衛生管理者につ 理の推進に必須の
奨励し、安全管理と事故防止の いては平成16～18年度で約350名を超え、ほぼ部局ごとに衛生管 資格を教職員が積
活動を推進する観点に立って有 理者を配置した。その他、第一種作業環境測定士については４名、極的に取得するこ
資格者の適切な配置に努める。 第二種作業環境測定士については11名、労働安全衛生コンサルタ とを奨励し、安全

Ⅲ ントについては１名の有資格者を確保するに至った。 管理と事故防止の
活動を推進する観

【246】衛生管理者等の労働安 （平成19年度の実施状況） 点に立って有資格
全管理の推進に必須の資格を教 第一種衛生管理者免許取得試験に68名が合格したことにより資格 者の適切な配置に
職員が積極的に取得することを Ⅲ 取得者は総計約400名に達し、１部局１衛生管理者配置体制の実 努める。
奨励し、安全管理と事故防止の 現に向け、さらに配置部局の増加を図ることができた。
活動を推進する観点に立って有
資格者の適切な配置に努める。

【247】作業環境に関する定期 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
検査の実施体制を整備する。 平成17年４月に施設・環境部に「環境安全課」を設置し、作業環

境に関する定期検査を外部委託により実施する体制を整備した。
これにより、有機溶剤・特定化学物質・電離放射線・ダイオキシ
ン・粉じん・事務所則等の作業環境測定を実施した（延べ約
2,400箇所）。

Ⅲ
【247】（17年度に実施済みの （平成19年度の実施状況）
ため、19年度は年度計画なし） 有機溶剤・特定化学物質・電離放射線・ダイオキシン・粉じん・

事務所則等の作業環境測定を実施した（平成19年度延べ2,261箇
所）。その結果、８件(前期７件、後期１件）については法令に
定める基準を超えたが適切な改善措置を行い、適性な作業環境の
確保に努めた。

【248】劇物・薬物等の化学薬 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
品の管理システムを構築する。 平成17年３月に、毒物・劇物等化学物質を取り扱う部局等に設置

した端末からデータ入力し登録・管理を行う化学物質管理システ
ム（ＫＵＣＲＳ)を導入した。また、不用薬品についても同シス
テムに登録・管理することとしてシステムの強化・充実を図っ
た。さらに、従前からの京都大学毒物及び劇物管理規程の内容を
包含する「京都大学化学物質管理規程」を整備し、化学物質管理
システムを利用した管理体制を明文化するとともに、毒劇法のみ

Ⅲ ならずＰＲＴＲ法（化学物質排出把握管理促進法）、労働安全衛
生法や高圧ガス保安法等幅広い関係法令の規制に適合する化学物
質の総合的管理体制を構築した。

【248】（17年度に実施済みの （平成19年度の実施状況）
ため、19年度は年度計画なし） 環境安全保健機構において、化学物質管理システム（ＫＵＣＲＳ)

に毒物・劇物、高圧ガスの集計機能を追加し、システムの充実を
図った。また、同システムの全学への普及を推進した結果、726
研究室が導入し、システムの稼働率は84％となった。
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【249】放射性同位元素等の危 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き放射線障
険物取扱いに関する啓発活動と 放射性同位元素等管理委員会、放射線障害予防小委員会、放射線 害予防小委員会及
管理体制を整備する。 障害防止のための部局委員会等による放射性同位元素等の管理体 び放射性同位元素

制を整備し、同小委員会による全学のＲＩ施設の調査・点検を毎 総合センターの協
年１回実施し、安全管理の徹底に努めた。また、環境安全保健機 力により教育訓練
構が同小委員会及び放射性同位元素総合センターの協力により次 を実施し、法令遵
のとおり教育訓練を実施し、法令遵守・取扱い方法の周知徹底を 守、安全取り扱い
図った。 の周知徹底と安全
【平成16年度】 確保に努める。
・「新規教育訓練（受講者数1,123名）」
・「再教育訓練（受講者数3,459名）」
【平成17年度】
・「新規教育訓練（受講者数1,063名）」

Ⅲ ・「再教育訓練（受講者数3,542名）」
【平成18年度】
・「新規教育訓練（受講者数約1,300名）」
・「再教育訓練（受講者数約4,200名）」

【249】放射性同位元素等の危 （平成19年度の実施状況）
険物取扱いに関する啓発活動に 放射線障害予防小委員会により、全学のＲＩ施設の調査・点検を
努める。 毎年１回実施し、安全管理の徹底に努めている。また、同小委員

会及び放射性同位元素総合センターの協力により、環境安全保健
Ⅲ 機構が、ＲＩ・Ｘ線取扱者のための新規教育訓練（1,058名受講）
並びに各部局における再教育訓練（3,709名受講）を実施し、法
令遵守、安全取り扱いの徹底を図ることにより、放射線障害等が
生じることなく適切に管理できた。

【250】組換えＤＮＡ実験に関 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き組み換え
する規則と指針の遵守を徹底す 組換えＤＮＡ実験に関しては、全ての実験計画を「組換えＤＮＡ ＤＮＡ実験安全委
るための審査・実施監視体制を 実験安全委員会」において審査・承認することにより、法令遵守 員会を中心とした、
整備する。 と安全確保のための組織体制を整備している。 法令遵守を徹底す

また、組換えＤＮＡ実験実施部局に「組換えＤＮＡ実験安全主任 るための審査、実
者」を置き、実験実施者に対し必要な助言指導を行った。 施監視体制の充実

Ⅲ を図る。
【250】組換えＤＮＡ実験に関 （平成19年度の実施状況）
する規則と指針の遵守を徹底す 「組換えＤＮＡ実験安全委員会」において、関係法令等に基づく
るための審査・実施監視体制の Ⅲ 安全確保に当たっている（実験申請件数509件、同承認件数444件、
充実を図る。 継続審査中等65件）。また、組換えＤＮＡ実験実施部局に「組換

えＤＮＡ実験安全主任者」を置き、実験実施者に対し必要な助言
指導により適切に管理できた。

【251】実験廃棄物の保管と処 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実験廃棄
理、実験系排水の管理に関する 実験廃棄物及び実験系排水は環境保全センターが一括管理する体 物の保管と処理、
全学体制を充実する。 制を整備した。その結果、実験系排水については年間約16,000件 実験系排水の管理

の水質測定を実施した。また、環境保全・安全管理・安全教育・ に関する全学体制
保健衛生に関連した業務を総括的に推進するための全学教育研究 の充実を図る。
支援基盤組織として設置した環境安全保健機構に報告することと
した。今後は実験廃棄物を化学物質管理システムに登録しデータ
管理のシステム化を推進することを検討している。

Ⅲ
【251】実験廃棄物の保管と処 （平成19年度の実施状況）
理、実験系排水の管理に関する 全学の実験廃棄物を化学物質管理システム（ＫＵＣＲＳ）で管理
全学体制を充実する。 することを検討した結果、平成20年５月から実施することとし、

それに向けて具体的な登録方法等の整備を行った。また、実験系
排水の水質測定を約16,000件実施し、24件の基準超過が認められ

Ⅲ たが、環境保全センター等による当該部局への指導等により改善
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を図るとともに、排水最終貯留槽の部局担当者向けに、貯留槽に
おいて発生する汚泥の処理に関する手順の周知を行い、一層管理
の適切化を図った。

【252】環境並びに安全衛生に （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き環境並び
関する手引書を作成・配付する 「京都大学安全衛生管理指針（標準）」、及び各部局で労働安全 に安全衛生に関す
とともに、年度ごとにその見直 衛生事務担当者が行うべき一般的業務とその手順を示した「労働 る手引書を作成・
しを実施して内容の充実を図 安全衛生担当事務手順書」をそれぞれ作成・配布した。また、年 配付するとともに、
る。 度ごとに見直しを行い内容の充実を図った。 年度ごとにその見

直しを実施して内
【252】環境並びに安全衛生に （平成19年度の実施状況） 容の充実を図る。
関する手引書を作成・配付する Ⅲ 「京都大学安全衛生管理指針（標準）」の見直しを実施し、改訂
とともに、年度ごとにその見直 版を印刷・配布した（平成20年１月）。同指針は教職員・学生を
しを実施して内容の充実を図 含めた全構成員を対象に配付し、安全衛生教育のテキストとして
る。 活用された。さらに、研究室における具体的な環境配慮行動をマ

Ⅲ ニュアル化して配布した。また、環境関連法等により実施が義務
づけられている事項をまとめた「環境関連法的要求事項一覧」を
改訂し、環境事務担当者説明会（平成19年７月、39名参加）にお
いて周知を図るとともに、平成18年度に作成した環境負荷データ
監視及び測定手順書を活用し、環境報告書で公表する環境負荷デ
ータ把握の精度向上を図った。

2-3．安全教育に関する具体的方策

【253】学部学生を対象に、各 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き安全教育
種専門分野の基本知識を総合的 環境安全衛生委員会が、文系・理系学生の環境安全教育の推進の を推し進める。
に理解させるための「実験の安 ために、全学共通科目として「環境安全学」を開講している。ま
全指針」に関する講義科目を開 た、工学部では、地球工学科及び工業化学科で「実験の安全指針」
講し、単位取得を奨励する。 の講義を実施し、「安全の手引き」を教科書として使用している。

さらに、附属環境安全衛生センターによる安全教育のカリキュラ
ムへの導入を推進した。

【253】学部学生を対象に、各 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
種専門分野の基本知識を総合的 全学共通科目（全学部、全回生向け）として、本学の環境安全衛
に理解させるための「実験の安 生委員会が、文系・理系学生の環境安全教育の推進のために、「環
全指針」に関する講義科目を開 境安全学」を開講している。工学部では、地球工学科及び工業化
講し、単位取得を奨励する。 Ⅲ 学科で「実験の安全指針」の講義を実施し、「安全の手引き」を

教科書として使用している。理学部では、各専門分野の特性に応
じて当該講義科目を開講し、単位取得を奨励するとともに、修学
上の安全のため、「安全の手引」を作成し、「教科の手引き」や
web上で掲載している。

【254】専門的知識を有する外 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き研究内容
部の人材を積極的に登用するこ 農学部では、環境・安全・衛生技術室に専門的知識を有する助手 に応じた安全教育
とにより、研究内容に応じた学 の配置、工学部では、地球工学科及び工業化学科において安全教 の実施体制の整備
生向け安全教育の実施体制を整 育に関する授業の実施、宇治事業場では、外部講師を招き、『安 拡充に取り組む。
備拡充する。 全と安心の科学』をテーマに講演会の開催など、安全教育に取り

組んだ。

【254】専門的知識を有する外 （平成19年度の実施状況）
部の人材を積極的に登用するこ Ⅲ 農学部においては、環境・安全・衛生技術室に専門的知識を有す
とにより、研究内容に応じた学 る助教を配置し、安全体制の整備に努めている。また、工学部で
生向け安全教育の実施体制を整 は、地球工学科及び工業化学科で安全教育に関する授業を実施す
備拡充する。 Ⅲ るとともに、附属環境安全衛生センターにおける安全教育の受講

を推進している。さらに、宇治キャンパスでは同キャンパスで研
究、実習等を実施する大学院生、４回生を対象に安全衛生教育講
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習会を実施した（平成19年５月・約200名参加）。

【255】海外における疾病予防 （平成16～18年度の実施状況概略） 「海外留学安全説
とその応急対策のための講習会 平成16年度より「学生部委員会 安全対策検討ワーキンググルー 明会」については、
を実施し、また、「臨地調査マ プ」の下に作業部会を設置・検討し、平成18年度に学生のための 引き続き実施予定
ニュアル」、「危機管理マニュ 危機管理マニュアルである「学生部危機対応計画」を策定し、各 である。
アル」等を整備し、安全知識の 部局へ配付し、危機対応への取り組みを促した。 また、平成21年度
周知を図る。 また、国際交流推進機構では、平成18年度に危機管理ワーキング までに危機管理計

グループを設置し、「国際交流に関わる危機管理についての報告 画、マニュアルを
書」を作成した。 整備予定である。
この報告書に基づき、今後危機管理計画、関連マニュアル及び関
連基金の具体化に向けた検討を開始することとなった。
なお、国際交流センターにおいては、海外へ留学する学生を対象
とした「海外安全説明会」を実施し、保健管理センターでは学生
及び教職員を対象に「海外旅行者の健康手帳」「ＳＴＤ（性感染

Ⅲ 症）とエイズについて」等の冊子を配付し、海外留学の際のリス
クとそれに係る注意点の周知を行った。

【255】海外における疾病予防 （平成19年度の実施状況）
とその応急対策のための講習会 国際交流センターにおいて、主に大学間学生交流協定による派遣
を実施し、また、「臨地調査マ 留学生（平成19年度派遣者数39名）を対象とした海外留学・研修
ニュアル」、「危機管理マニュ のための海外留学安全説明会を実施し、安全面、健康面、精神面
アル」等を整備し、安全知識の の危機予防及び加害者（犯罪者）となるリスク等について作成し
周知を図る。 Ⅲ た「国際交流安全ガイド（渡航編）」を配布するなど、安全知識

の周知を図った。また、平成18年度に作成した「国際交流に関わ
る危機管理報告書」を部局にフィードバックすることにより、部
局の実態に応じた安全対策マニュアル等の整備、災害等危機管理
計画の作成を促した。その結果同報告書等に対応する形で、より
具体的な臨地研究マニュアルを作成し、学生便覧に掲載した部局
もある（アジア・アフリカ研）。

【256】フィールドワークにお （平成16～18年度の実施状況概略） フィールドワーク
ける安全指針を作成し、危機の フィールド関係部局においては、臨地調査マニュアル等を作成し、における安全指針
予防に努める。 安全教育に努めている。また、農学研究科においては、新しい危 を整備し、危機の

機管理のための「海外緊急事故支援システム」を平成18年５月よ 予防に引き続き努
り開始し、研究科の教職員・学生の海外渡航に適用している。 める。

【256】フィールドワークにお Ⅲ （平成19年度の実施状況）
ける安全指針を作成し、危機の フィールド関係部局においては、臨地調査マニュアル等を作成し、
予防に努める。 安全教育に努めている。例えば農学研究科では毎年「安全の手引

き」を作成し、教職員に配付するとともに、学部学生・大学院生
Ⅲ に対してはガイダンス時に配付し、担当教員から安全衛生管理に
ついて指導をした。また、アジア・アフリカ地域研究研究科では
「臨地研究マニュアル」を、地球環境学堂や霊長類研究所では「フ
ィールドワークにおける安全指針」を作成し、周知を図った。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項
③ 情報基盤の整備・活用に関する目標

中 ・ 教育研究及び業務運営に必須機能として、高い安全性、利便性、柔軟性を備え、国際社会で卓越した大学に相応しい先端
期 的な情報基盤を構築整備し、効果的・効率的な活用を図る。
目
標 ３－１．情報セキュリティに関する基本方針

・ 大学が一体となって情報セキュリティ対策に取り組むための責任ある情報基盤組織を構築し、その機能と責任を明確化す
る。

・ 情報システムを通じて取り扱う多様な情報について、重要度と公開性に応じた情報の分類に努めるとともに、情報の管理
責任及び管理方法を明確化する｡

・ 情報セキュリティ対策の評価、情報システムの変更、新たな脅威の発生等を踏まえ、対策基準の点検・評価の定期的実施
を通じて基本方針の見直しを図るための体制を構築する。

３－２．情報基盤の整備・活用に関する基本方針
・ 高い情報セキュリティレベルを確保しつつ、大学の業務運営並びに部局等の教育研究活動を支援するための学内情報基盤
の効果的・効率的整備を図る。

・ 情報基盤の高度活用を図るための先端技術に関する研究開発を推進し、関連設備の整備拡充に努める。
・ 大学の教育研究の質の向上、大学の業務運営の改善及び効率化に関する取組を支援するために、情報基盤の高度活用を図
る。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の
期 度 実施予定

【257】全学的視野からハード （平成16～18年度の実施状況概略） 全学認証システム
ウェアとソフトウェア及びそれ 平成18年３月、個人認証システム導入を全学的に展開するため担 を構築し、より一
らの応用システムを統合した情 当理事の下に設置した「個人認証システム検討委員会」において、層セキュアな環境
報基盤システムの共同利用体制 教職員共通業務及び学生共通サービスの統合認証の具体化につい 下において全学生
を整備し、高いセキュリティ環 て検討を開始した。 共通ポータルや教
境のもとに教育研究活動並びに また、全学事務用グループウェアの更新を行い、職員人事シート 職員用全学グルー
業務運営を支援するための各種 の作成や会議室の予約手続きをＷｅｂ上で行うことを可能とし、 プウェアを展開し、
サービスを部局等及び事務本部 平成18年度には、グループウェアのユーザー以外の教員にもＩＤ 電子申請等の運用
に提供する。 Ⅲ を発行し、グループウェアシステムの下で、研究者総覧データベ を開始する。

ースや給与明細の閲覧が可能になった。

【257】全学的視野からハード （平成19年度の実施状況）
ウェアとソフトウェア及びそれ 「個人認証システム検討委員会」において、全学の認証統合に向
らの応用システムを統合した情 け検討を行い、教員は平成19年12月から、メール機能を除いてグ
報基盤システムの共同利用体制 Ⅲ ループウェアを事務系職員と同様の環境で利用することが可能と
を整備しつつ、高いセキュリテ なった。学生用認証については、平成20年度に統合ポータル下に
ィ環境のもとに教育研究活動並 よるサービスの提供を目指し、システム構築の準備を行っている。
びに業務運営を支援するための また、グループウェア利用による事務の合理化・効率化の観点か
各種サービスを部局等及び事務 ら、旅費システムを構築し運用を開始するとともに、就業管理シ
本部に提供する。 ステムを構築し事務本部内で試行を開始した。

3-1．情報セキュリティに関する具体的方策

【258】情報システムの設置場 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き、情報シ
所に管理区域を設置するなどの 全学的な情報セキュリティポリシー実施手順を見直し、各部局へ ステムの情報資産
物理的なセキュリティ対策を講 の徹底を図るとともに、部局では状況に合わせた対応を行ってい 保護のため管理区
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じる。 る。また、物理的情報セキュリティ対策強化のため、特定の管理 域を指定する等、
者以外の入室を制限する管理区域の設置や、関連規程の見直しを 物理的セキュリテ
行い、「京都大学の情報セキュリティ対策に関する規程」を改正 ィ対策の強化を図
した。 る

Ⅲ さらに、全学情報セキュリティ幹事会に小委員会を設置し、政府
統一基準の情報セキュリティポリシーの検討を開始した。

【258】情報セキュリティポリ （平成19年度の実施状況）
シー実施手順書の実施及び見直 「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準」を基に、
しを行い、情報システムの設置 大学に合ったセキュリティ対策として提示された「高等教育機関
場所に管理区域を設置するなど の情報セキュリティ対策のためのサンプル規程集」（平成19年10
の物理的なセキュリティ対策を Ⅲ 月）を参考にして、情報セキュリティポリシー実施手順の見直し
強化する。 を行い、情報セキュリティに係る規程類の改訂作業を行っている。

また、従来の管理区域の設置に加えて、多くの部局が施錠管理を
することにより、入室者の制限を厳しくする等、物理的セキュリ
ティ対策の強化を図った。

【259】学内者による外部への （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き、情報倫
不正なアクセスを防止するため 学内者による外部への不正アクセスを防止するために、脆弱性診 理に関する体制及
の技術的対策を講じるととも 断システム及びセキュリティ監視装置により技術的なセキュリテ び規程を見直す。
に、罰則規定を定める。 ィ対策を講じた。また、全学情報セキュリティ幹事会に設置した

小委員会で、情報漏洩及び著作権侵害対策についての検討を開始 引き続き、情報漏
した。 えい及び著作権侵

Ⅲ 害対策を検討する。
【259】学内者による外部への （平成19年度の実施状況）
不正なアクセスを防止するた 情報ネットワーク危機管理委員会において、学内からの不正アク
め、技術的対策を継続して実施 セスについて、通信遮断等の対策を行うとともに、スパム対策シ
するとともに、情報倫理規則の ステムの増強により、スパムメールの学外転送制限を強化した。
周知徹底に努める。 Ⅲ また、全学情報セキュリティ幹事会のもとに設置した情報倫理関

連小委員会で、情報ネットワーク倫理委員会を設置するために必
要な「京都大学の情報セキュリティに関する規程」及び「京都大
学情報資産利用のためのルール」の改訂を行い、情報ネットワー
ク倫理委員会を設置した（平成19年９月）。情報ネットワーク倫
理委員会において、情報漏洩、人権侵害及び著作権侵害に関する
情報発信への対応と連絡体制について検討を開始した。

【260】情報セキュリティに関 （平成16～18年度の実施状況概略） 実施手順書の見直
する責任者とその権限の範囲を 平成15年10月に策定した「京都大学情報セキュリティ対策基準」 しにより，情報セ
明確にし、全構成員に基本方針 により、各部局での具体化を図るため、部局ごとに「情報セキュ キュリティに関す
の内容を周知徹底するなど、十 リティポリシー実施手順書」を作成した。 る責任者とその権
分な教育と啓発活動に努める。 また、職員に対しては、情報セキュリティに関する講習会の実施 限の範囲を明確に

や、「インターネットとPC利用に関するマナー読本」を職員に配 するとともに、情
付し、併せてホームページに掲載した。また、新採用職員研修及 報セキュリティに
び職員向けパソコン研修において情報セキュリティについて教育 関する講習会等を
・啓発活動に努めた。 開催し、引き続き
学生については、共通教育科目の中で情報セキュリティポリシー 啓発活動に努める。
について講義を行った。また、学部学生の入学時ガイダンス時に
情報セキュリティに関する講習を行い、さらに、基本方針の内容
の周知のため、e-Learning により情報セキュリティ及び情報倫
理の学習を行うためのシステムを構築し、運用を開始した。

Ⅲ
【260】情報セキュリティに関 （平成19年度の実施状況）
する講習会等を実施し、全構成 情報セキュリティに関する基本方針及び情報セキュリティポリシ
員に基本方針や情報セキュリテ ーの周知のため、新入生オリエンテーション及び新規採用職員実
ィポリシーの内容を周知徹底す 務研修（４/24～４/25、９/13～９/14）において講義を行った。
るなど、十分な教育と啓発活動 Ⅲ また、教職員に対し情報セキュリティ講習会（入門）及び部局の
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に努める。 情報システムやネットワークの管理者を対象に情報セキュリティ
対策強化のための講習会を行った。さらに、情報セキュリティ及
び情報倫理学習用 e-Learningシステムを用いて、教職員はノー
ツ・ドミノからアクセスを可能とし、学生、大学院生等について
も受講出来るよう環境整備を行い、受講を促進した（6,906名受
講 ３月末現在）。

【261】外部からの不正なアク （平成16～18年度の実施状況概略） 年々発生する新種
セス等から本学の情報資産を適 外部からの不正アクセスを防止するために、脆弱性診断システム の不正アクセスに
切に保護するため、情報ネット 及びセキュリティ監視装置を設置し、セキュリティ対策を講じる 対応するため、引
ワークの管理、情報資産へのア とともに、部局においても必要に応じ、ファイアウォールやウィ き続き技術的セキ
クセスの制御等の技術的なセキ ルス対応ソフトの更新を行った。また、全学情報セキュリティ幹 ュリティ対策の強
ュリティ対策を講じる。 事会に設置した小委員会で、情報漏洩及び著作権侵害対策の検討 化を図る

を開始した。
Ⅲ

【261】外部からの不正なアク （平成19年度の実施状況）
セス等から本学の情報資産を適 外部からの不正なアクセス等から本学の情報資産を適切に保護す
切に保護するため、情報ネット るため、セキュリティの監視装置の警報により、学外からの学内
ワークの管理、情報資産へのア Ⅲ 情報機器への攻撃が観測された場合、当該攻撃の通信を対外ルー
クセスの制御等の技術的なセキ タで遮断するようにした（平成19年７月）。また、アンチスパム
ュリティ対策を強化する。 サーバとウィルスチェックサーバを連携増強するとともにスパム

対策システムを増強し、スパムメールの学外への転送を制御する
ようにした。

【262】学内情報資産への侵害 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き連絡体制
が発生した場合における運用面 情報ネットワーク危機管理委員会が制定した「不正アクセス等の の見直しを行い必
での緊急時対応の計画を策定す 緊急事態発生時における連絡体制・手順」（平成15年度）をもと 要があれば改訂す
る。 に「情報セキュリティポリシー実施手順書」を各部局において作 る。

成した。この中にセキュリティ侵害発生時の対応手順や外部への
対応、連絡網などを明記し、毎年、その実施手順書が現状に即し
ているかの見直しを行った。

Ⅲ
【262】学内情報資産への侵害 （平成19年度の実施状況）
が発生した場合を想定し、適切 平成19年９月に情報ネットワーク倫理委員会を設置し、資産利用
な対応ができるよう連絡体制の のためのルールの改定を行った。これによって、従来からある情
強化に努める。 Ⅲ 報ネットワーク危機管理委員会で対応が出来なかった情報倫理に

係る事案への対応が図られ、情報資産のより適正かつ円滑な利用
が確保されるとともに、違反行為が発生した際の対処や連絡に関
わる体制を整備した。

【263】学内情報基盤への接続 （平成16～18年度の実施状況概略） 全学認証システム
に対する認証システムを構築 平成18年３月、個人認証システム導入を全学的に展開するため担 を構築し、より一
し、セキュリティレベルの高い 当理事の下に設置した、「個人認証システム検討委員会」におい 層セキュアな環境
情報基盤活用サービスを全学に て、教職員共通業務及び学生共通サービスの統合認証の具体化に 下において全学生
提供する。 ついて検討を開始した。 共通ポータルや教

また、全学事務用グループウェアの更新を行い、職員人事シート 職員用全学グルー
の作成記載や会議室の予約手続きをＷｅｂ上で行うことを可能と プウェアを展開し、
し、平成18年度には、当グループウェアのユーザー以外の教員に 電子申請等の運用
もＩＤを発行し、グループウェアシステムの下で、研究者総覧デ を開始する。
ータベースや給与明細の閲覧が可能になった。
さらに、工学研究科では、認証システム（ＬＤＡＰ）を用いて、
電子職員録や光熱水の効率的な使用を促すＷｅｂ検針システムの
利用を開始した。

【263】学内情報基盤への接続 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
に対する認証システムを構築 【計画番号257,274と同じ】
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し、セキュリティレベルの高い 「個人認証システム検討委員会」において、全学の認証統合に向
情報基盤活用サービスの提供を け検討を行い、教員は平成19年12月から、メール機能を除いてグ
進める。 ループウェアを事務系職員と同様の環境で利用することが可能と

Ⅲ なった。学生用認証については、平成20年度に統合ポータル下に
よるサービスの提供を目指し、システム構築の準備を行っている。
また、グループウェア利用による事務の合理化・効率化の観点か
ら、旅費システムを構築し運用を開始するとともに、就業管理シ
ステムを構築し事務本部内で試行を開始した。

【264】各部局等における情報 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き、情報セ
セキュリティの実施状況に関す 情報セキュリティポリシー実施手順の監査体制を整備し、２部局 キュリティ監査を
る監査体制を整備するととも を対象に監査を実施した。その結果、いくつかの課題が指摘され 実施するとともに、
に、管理担当者の育成と適正な たもののセキュリティ対策が全体的には円滑に推進されているこ 管理担当者の育成
配置に努め、大学全体としての とが確認された。また、部局管理担当者育成のため、全部局の情 と適正な配置に努
情報セキュリティレベルの向上 報セキュリティ関係者を対象に情報セキュリティ講習会を実施し め、大学全体とし
を図る。 た。さらに、部局では管理担当者の適正配置のための検討を行っ ての情報セキュリ

た。 ティレベルの向上
Ⅲ を図る。

【264】各部局等における情報 （平成19年度の実施状況）
セキュリティの実施状況に関す 各部局に置く情報システム及び情報ネットワーク管理担当者を対
る監査体制を整備するととも 象に情報セキュリティ講習会を実施した（平成20年３月、50名参
に、管理担当者の育成と適正な Ⅲ 加）。また、「情報セキュリティ対策に関する規程」に基づき、
配置に努め、大学全体としての 監査班が５部局を対象に監査を実施した。今後、監査結果に基づ
情報セキュリティレベルの向上 き課題検討を行う。
を図る。

【265】毎年全学版の「情報セ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き、「対策
キュリティの対策基準」及び各 全学の「京都大学情報セキュリティ対策基準」及び各部局で作成 基準」及び、「実
部局でとりまとめた「実施手順」 した「実施手順」の見直しを行うとともに、不正アクセス検知シ 施手順」の見直し
の見直しを行い、情報セキュリ ステムをさらに高機能なものに更新した。 を行い、情報セキ
ティレベルの向上を段階的に図 また、「全学情報セキュリティ幹事会」に小委員会を設置し、政 ュリティレベルの
る。 府統一基準の情報セキュリティポリシーについて検討を開始し 向上を図る。

た。
Ⅲ

【265】全学版の「情報セキュ （平成19年度の実施状況）
リティの対策基準」及び各部局 「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準」について
で運用中の「実施手順」の見直 検討を進めてきたが、大学に合ったセキュリティ対策として「高
しを行い、情報セキュリティレ Ⅲ 等教育機関の情報セキュリティ対策のためのサンプル規程集」が
ベルの向上を段階的に図る。 新たに提示された（平成19年10月）ため、これに準じて情報セキ

ュリティポリシー実施手順の見直しを行い、情報セキュリティポ
リシーに係る規程類の改訂作業を行っている。

3-2．情報基盤の整備・活用に関する具体的方策

【266】学内の情報基盤並びに （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き組織、業
対外ネットワークへの接続、さ 平成17年４月に、海外との遠隔講義、ＳＣＳを利用した国内他機 務等について継続
らには遠隔講義・会議・討論シ 関との遠隔講義、高精細遠隔講義システムを利用したキャンパス 的な点検評価を行
ステムの整備と保守・管理・運 間の遠隔講義を円滑に実施するため、情報環境機構に遠隔講義支 い、効率的・効果
営を担当する全学的な業務サー 援サービス担当を配置した。 的に機能するため
ビス体制を整備する。 特に、海外との遠隔講義については、カリフォルニア大学ロサン の業務体制の改善

ゼルス校（ＵＣＬＡ）との実験的な遠隔講義プロジェクト（ＴＩ を図る。
ＤＥ）等の支援を行った。また、国内では、大学コンソーシアム
京都の講義施設であるキャンパスプラザ京都、慶応義塾大学、広
島市立大学及び本学の４地点を結んだ遠隔講義環境を構築し、平
成18年10月から講義を12回行った。

Ⅲ 平成18年度の遠隔講義等は、国際遠隔講義67回、国内遠隔講義34
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回、学内遠隔講義133回であった。

【266】学内の情報基盤並びに （平成19年度の実施状況）
対外ネットワークへの接続、さ 情報環境機構に配置した遠隔講義支援サービス担当を中心に、国
らには遠隔講義・会議・討論シ 内外の大学等との遠隔講義や遠隔会議、ＳＣＳを利用した国内他
ステムの整備と保守・管理・運 Ⅲ 機関とのセミナー等が円滑に行われるよう、システムの整備、保
営を担当する全学的な業務サー 守、管理及び運営を行った（国際遠隔講義 ４科目計52回、国内
ビス体制を整備する。 遠隔講義 ２科目計26回、学内遠隔講義 15科目計146回、国際会

議・研究会 ８回、国内会議・研究会 27回、学内会議・研究会
６回、イベント中継・配信11回）。

【267】情報基盤及び情報シス （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き、情報基
テムの管理・運用に携わる学内 平成17年度はスーパーコンピュータ等の管理・運営能力の向上を 盤及び情報システ
の情報基盤管理担当者を対象と 図るため、同機構の技術職員２名に情報技術者講習会を受講させ ムの管理・運用に
して、最先端の実践的情報技術 た。18年度は情報環境機構の技術系職員及び事務系職員各１名が 携わる学内の情報
に関する教育を実施する全学体 本学経費で、米国ユタ州立大学においてオープンコースウェアの 基盤管理担当者を
制を整備する。 最新情報についての研修を受講した。さらに、職員の業務処理能 対象に、情報活用

力向上を目的に、パソコンリーダー研修（年１回）、同機構の技 能力を備えた人材
術系職員のグループ勉強会（月１回）を実施した。 を育成するための

Ⅲ 体制整備を行う。
【267】情報基盤及び情報シス （平成19年度の実施状況）
テムの管理・運用に携わる学内 学内の情報基盤システムの管理・運用に携わる情報系技術職員に
の情報基盤管理担当者を対象と ついて、全学組織である総合技術部が行う総合技術部研修（平成
して、最先端の実践的情報技術 Ⅲ 19年11月、47名）及び同技術部第6専門技術群研修（平成19年12
に関する教育を実施する全学体 月、27名）、京都大学技術職員研修「プレ京都大学総合技術研究
制の整備について検討する。 会」（平成20年３月、170名）を実施し、最先端の実践的情報技

術に関する教育を行った。また、情報セキュリティ管理担当者を
対象に情報セキュリティ講習会（平成20年３月、50名）を実施し、
実践的情報技術に関する教育を行った。

【268】情報基盤や情報システ （平成16～18年度の実施状況概略） データベース、ネ
ムに関する各種の相談に応じる 平成17年４月に情報環境機構を設置し、１）全学の情報基盤に関 ットワーク、コン
とともに、技術面におけるコン する企画、整備、管理及び運用、２）情報基盤に基づく多様な利 テンツ、情報セキ
サルティング等を担当する全学 用サービスの提供及びそのための高度かつ安全な情報環境の構築 ュリティなどでの
支援体制を整備する。 及び提供を行った。同機構に各種の運用委員会を置き、研究者総 コンサルティング

覧データベースの構築、電子ジャーナル・データベースの運用、 の実績を踏まえ、
機関リポジトリの構築、オープンコースウェアの構築等の業務支 より利用者の立場
援及び技術面におけるコンサルティング等を行った。 に立ったコンサル

Ⅲ ティングに向け、
【268】情報環境機構を中心と （平成19年度の実施状況） 相互の連携をはか
して、情報基盤や情報システム 情報環境機構において、遠隔講義支援、ＣＡＬＬシステムを用い って支援体制を整
に関する各種の相談に応じると た語学教育支援（オランダ語、中国語（北京篇）の開発）、学術 備する。
ともに、技術面におけるコンサ Ⅲ 情報ネットワークサービス（遠隔地施設のＫＵＩＮＳ－Ⅲ接続）、
ルティング等に関する全学支援 ホームページ作成支援サービス、コンテンツ作成支援のサービス
機能の充実を図る。 の実施（Ｗｅｂデザイン・グラフィックデザイン系 16件、映像

・ＣＧ系 ５件）等、各種の支援等に応じた。

【269】大学の教育研究活動を （平成16～18年度の実施状況概略） 大学の教育研究活
通じて創出される多様な学術成 本学の教育研究活動を通じて創出される多様な大学情報につい 動を通じて創出さ
果、情報資産、知的財産等に関 て、時宜に記者発表や資料提供を行うとともに（平成16～18年度 れる多様な大学情
する大学情報を積極的に社会へ に346回）、全学のホームページにも掲載している。知的財産に 報を引き続き、積
発信する。 ついては、産学官連携推進会議への出展や京大ＩＩＯフェア等に 極的に社会に発信

より公開するとともに、Ｊ－ＳＴＯＲＥ（科学技術振興機構、特 する。
許データベース）や特許情報機構等のデータベースに掲載した。
また、研究者総覧データベースを構築しホームページに掲載した。

Ⅲ
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【269】大学の教育研究活動を （平成19年度の実施状況）
通じて創出される多様な学術成 本学の教育研究活動を通じて創出される多様な大学情報につい
果、情報資産、知的財産等に関 Ⅲ て、記者発表115回や資料提供201回を行うとともに、全学のホー
する大学情報を積極的に社会へ ムページ（ニュースリリース）にも掲載している。さらに、学術
発信する。 情報リポジトリや研究者総覧データベース等も活用し、情報発信

を活発に行っている。

【270】著作権に基づいたソフ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き著作権に
トウェアやデジタル・コンテン 平成17年４月に設置した「国際イノベーション機構」の「知的財 基づいたソフトウ
ツの積極的活用を図る。 産部学術情報拠点」において、本学の知的財産ポリシーに基づき、ェアやデジタル・

ソフトウェアやデジタルコンテンツの登録・許諾契約を行うとと コンテンツの積極
もに、著作権に基づいたデジタル・コンテンツ等に係る情報の発 的活用を図る。
信及び外部からのアクセスをより効率化するための専用のホーム
ページを開設し、企業等へのライセンシングを実施し、積極的な
活用を図った。

著作物に係るライセンス収入
平成16年度 約 540万円
平成17年度 約1,300万円

Ⅲ 平成18年度 約 650万円

【270】著作権に基づいたソフ （平成19年度の実施状況）
トウェアやデジタル・コンテン 国際イノベーション機構及び国際融合創造センターを発展的に改
ツの積極的活用を図る。 組・再編し、平成19年７月１日に産官学連携本部・産官学連携セ

ンターとした。このセンターにはソフトウエア・コンテンツ分野
Ⅲ 拠点を発足させ、知財ポリシーの見直しを行った。これによりデ
ータベース及びプログラム、デジタルコンテンツのうち、発明に
関するもの等については、発明等の取扱の原則に準じて、組織的
に管理・運用することとし、ソフトウェア等の使用許諾契約を６
件締結、約1,292万円のライセンス収入を得た。

【271】遠隔講義・討論システ （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き、遠隔講
ムや遠隔生態観測システム等を 学内における遠隔講義については、吉田・宇治・桂キャンパス間 義・会議システム
積極的に導入する。 に高精細遠隔講義システムを導入した。また、国内では大学コン の全学展開を技術

ソーシアム京都の講義施設であるキャンパスプラザ京都、慶応義 的にサポートする。
塾大学、広島市立大学及び本学の４点を結んだ遠隔講義やインタ
ーネットのテレビ会議システムを利用した遠隔講義の導入を図っ
た。さらに、国際遠隔講義として、ＵＣＬＡ、清華大学（中国）、
マラヤ大学（マレーシア）等とを結び講義を実施した。
遠隔生態観測システムについては、全方位デジタルビデオカメラ
による遠隔水中生態観測システムの導入、野生動物の夜間におけ
る生態観測のための赤外線自動撮影システムを導入した。

Ⅲ
【271】遠隔講義・討論システ （平成19年度の実施状況）
ムや遠隔生態観測システム等を 海外では清華大学（中国）、マラヤ大学（マレーシア）と本学の
積極的に導入する。 ３点間、及び国立台湾大学（台湾）と本学を結んだ講義を、国内

では慶応義塾大学、広島市立大学、キャンパスプラザ京都及び本
学の４地点を結んだ授業を実施した。また、本学と東京連絡事務

Ⅲ 所との遠隔講義も実施した。遠隔会議システムは、海外では、シ
ンガポール国立大学との国際会議及び附属病院とカイロ大学病院
とを結び移植外科病理カンファレンスを行った。国内では、京都
賞のインターネット中継を日本語、英語、日英（ＬとＲ）の３つ
のサーバーで配信した。また、生態学研究センターでは遠隔生態
観測システムとして自動撮影装置を導入した。

【272】講義の内容に応じて電 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き電子教材
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子教材の開発に努め、その効果 学術情報メディアセンターでは、文部科学省の特色ＧＰ「外国語 の開発に努め、そ
的利用により教育研究方法の質 教育の再構造化－自律学習型ＣＡＬＬと国際的人材の養成－」の の効果的利用によ
的向上を図る。 一環として、英語・中国語・フランス語・ドイツ語・朝鮮語のＣ り教育研究方法の

ＡＬＬ教材の作成にも着手し、その利用を可能とした。また、同 質的向上に努める。
センターに設置したコンテンツ作成室では、教職員からの依頼に
応じ、毎年20数件のコンテンツの開発を支援した。さらに、講義
科目の特性に応じて「霊長類画像データベース」等を作成した部

Ⅲ 局もある。

【272】講義の内容に応じて電 （平成19年度の実施状況）
子教材の開発に努め、その効果 学術情報メディアセンターでは、自律学習型ＣＡＬＬ教材の開発
的利用により教育研究方法の質 Ⅲ に努め、また、部局においては、同センターとともにe-Learning
的向上を図る。 などの電子教材を開発し（105件）、それらをオープンコースウ

ェアで公開している。また、講義科目の特性に応じ、「ディベー
トシステム」等を作成している部局（エネルギー科学）もある。

【273】大学として扱うべき情 （平成16～18年度の実施状況概略） 教職員については、
報を管理するとともに、各種申 教職員の人事・給与データ及び学生の学籍・成績データ等、大学 諸手当申請を始め
請手続き等の電子化により、学 として扱うべき情報を管理するとともに、教職員については、ノ 保険料控除申告書
生や教職員及び地域住民等に対 ーツドミノのユーザ以外の教員にもＩＤを発行し、グループウェ 等の給与に関する
する情報サービスや利便性の飛 ア用システムの下で、給与明細や研究者総覧データベースを閲覧 申請関係の電子化
躍的向上を図る。 できるようにした。さらに、諸手当等（扶養・通勤・住居手当） を実施、学生につ

のＷｅｂ申請機能について、検討を開始した。 いては、ＫＵＬＡ
学生については、ＫＵＬＡＳＩＳ（全学共通教育教務情報システ ＳＩＳ（全学共通
ム）において、学生へのシラバスの提供や履修登録等に加えて、 教育教務情報シス
教員からの成績入力機能を追加した。また、ＫＵＬＡＳＩＳの専 テム）を順次展開
門課程への利用の拡大のため「ＫＵＬＡＳＩＳ全学展開ワーキン していく。
ググループ」を設置し、工学部を先行部局として開発を開始した。また、地域住民に
地域住民に対しては、「京都大学未来フォーラム」などの公開講 対しては、公開講

Ⅲ 座参加希望の申込みをメールで受け付けるようにした。 座等の申込みにつ
いてメールを含め、

【273】大学で扱っている各種 （平成19年度の実施状況） 電子的な申請方法
申請手続・調査報告業務等を検 教職員の人事・給与データ及び学生の学籍・成績データ等大学と を展開し利便性の
討し、電子化を進める。 して扱うべき情報を管理するとともに、教職員にかかる全学旅費 向上を図る。

システムの運用を10月より開始し、また諸手当申請の電子化（扶
養・住居・通勤）については、事務本部で試行を３月より開始し

Ⅲ た。学生については、ＫＵＬＡＳＩＳ（全学共通教育教務情報シ
ステム）の全学展開に向け、11月より工学部を先行部局として試
行を開始した。さらに、地域住民に対しては、「春秋講義」、「市
民講座」、「未来フォーラム」の申込をホームページから行える
よう整備した。

【274】大学の業務運営の基礎 （平成16～18年度の実施状況概略） 全学認証システム
となる統合データベース・シス 平成18年３月、個人認証システム導入を全学的に展開するため担 を構築し、より一
テム及び認証システムを構築す 当理事の下に設置した、「個人認証システム検討委員会」におい 層セキュアな環境
る。 て、教職員共通業務及び学生共通サービスの統合認証の具体化に 下において全学生

ついて検討を開始した。 共通ポータルや教
また、全学事務用グループウェアの更新を行い、職員人事シート 職員用全学グルー
の作成や会議室の予約手続きをＷｅｂ上で行うことを可能とし、 プウェアを展開し、
平成18年度には、グループウェアのユーザー以外の教員にもＩＤ 電子申請等の運用
を発行し、グループウェアシステムの下で、研究者総覧データベ を開始する。
ースや給与明細の閲覧が可能になった。

Ⅲ
【274】大学の業務運営の基礎 （平成19年度の実施状況）
となるデータベースの統合に向 【計画番号257、263と同じ】
けて、個々の必要なデータベー 「個人認証システム検討委員会」において、全学の認証統合に向
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ス及び認証システムを構築す け検討を行い、教員は平成19年12月からメール機能を除いて、グ
る。 Ⅲ ループウェアを事務系職員と同様の環境で利用することが可能と

なった。学生用認証については、平成20年度に統合ポータル下に
よるサービスの提供を目指し、システム構築の準備を行っている。
また、グループウェア利用による事務の合理化・効率化の観点か
ら、旅費システムを構築し運用を開始するとともに、就業管理シ
ステムを構築し事務本部内で試行を開始した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項

④ 基本的人権等の擁護に関する目標

中
期 ・同和問題、ジェンダー問題、障害者問題、人権・民族問題、その他各種の人権・差別問題に対し、人権尊重の視点に立
目 った取組を全学的に一層推進する。
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の
期 度 実施予定

【275】全構成員を対象に教育 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施する
研究活動、課外活動、職場活動 「京都大学の教職員像」を制定し（平成16年７月）、「教職員は、 とともに、平成20
における倫理意識の啓発と人権 高い倫理性と清廉性を保持しなければならない。」として倫理意 年度は、各部局に
侵害の防止に努める。 識の啓発を行っている。 順次講師を派遣し、

全学的な取組として、教職員・学生を対象とする「人権に関す 教員を対象とした
る研修会」及び「人権週間に因む研修会」（100名参加）を毎年 ハラスメント防止
定例的に開催している。これらは、平成16年から継続して取り組 のための研修会を
んでおり、人権意識の高揚と人権侵害の防止を図っている。 実施する。
新入生については、各学部の新入生オリエンテーション時に

『「人権」を考えるために』パンフレット（平成18年４月作成）
を配布し、人権侵害の防止と啓発に努めている。また、新たに採
用した教職員及び新入生に対しては「人権関係法令集」を、全構
成員に対しては平成17年度より毎年度パンフレットを作成・配布

Ⅲ し、倫理意識の啓発や、人権意識の高揚と人権侵害の防止に努め
た。

【275】全構成員を対象に教育 （平成19年度の実施状況）
研究活動、課外活動、職場活動 新たに採用された教職員及び新入生に対し、「人権関係法令集」
における倫理意識の啓発と人権 を配付するとともに、全構成員に対し、『「人権」を考えるため
侵害の防止に努める。 に』（パンフレット）を配付し、啓発活動に努めた。６月に「人

Ⅲ 権に関する研修会」（約80名）を開催し、人権意識の高揚に努め
た。さらに、『「人権」を考えるために』を改訂した。また、独
自に研修会や講習会の開催（４部局）、ハラスメントに関するガ
イドラインの学生便覧への掲載（１部局）などの取組を行ってい
る部局もある。

【276】人権相談窓口を拡充整 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施する
備し、相談機能の向上を図る。 人権相談におけるセクシュアル・ハラスメントについては、カウ とともに、平成20

ンセリングセンターが全学の窓口となっており、併せて部局単位 年度は、各部局に
でも相談窓口が設けられている。平成17年４月には、カウンセリ 順次講師を派遣し、
ングセンターに教授1名を増員配置し、セクシュアル・ハラスメ 教員を対象とした
ント対応を含むハラスメント全般に対応するよう、全学相談窓口 ハラスメント防止
の機能を拡充した。 のための研修会を
ハラスメントの防止・対策のため、平成17年９月に人権委員会に 実施する。
おいて「京都大学におけるハラスメントの防止に関する規程」を
制定するとともに、「京都大学ハラスメント防止・対策ガイドラ
イン」を策定し、全学相談窓口と部局相談窓口及び人権委員会と
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の連携・協力体制を明確にし、窓口機能の向上を図った。また、
部局に置く窓口相談員の資質の向上を図るため、平成17年度より

Ⅲ 毎年６月に「ハラスメント窓口相談員のための研修会」を開催し
ている。
全学相談窓口における平成17年度の相談件数は51件、平成18年度
は39件であった。

【276】人権相談窓口を拡充整 （平成19年度の実施状況）
備し、相談機能の向上を図る。 部局の窓口相談員の資質向上を図るため、６月に「ハラスメント

窓口相談員のための研修会」を開催した（93名参加）。また、こ
の研修会の模様をＷｅｂによるストリーミング映像配信を行い、

Ⅲ 遠隔地施設の原子炉実験所や霊長類研究所職員にも便宜を図っ
た。さらに、平成17年９月に作成された「ハラスメント防止・対
策ガイドライン」を改訂し、新たにマニュアル、Ｑ＆Ａを作成す
るなど、相談機能の向上に努めた。なお、平成19年度の相談件数
は119件（全学相談窓口：78件、部局相談窓口：41件）であった。

【277】人権等の侵害が発生し （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
た場合に問題解決に当たる全学 人権問題に対して一層の効果的かつ迅速な対応を行うため、従来
組織を設ける。 の同和・人権問題委員会及び人権問題対策委員会を改組拡充して

「人権委員会」を設置し（平成17年４月）、人権に関する規程を
制定のうえ、各部局に人権委員会を設置することとした。
また、同委員会の下に、同和・人権啓発専門委員会及びハラスメ
ント専門委員会を置き、同和問題等人権問題及びハラスメント問
題の対応並びに防止のための啓発活動に努めている。さらに、ハ
ラスメント問題が発生した場合は、ハラスメント専門委員会に調
査・調停委員会を置き、学外の法律、カウンセリングの専門家の
支援を受け、問題解決に対応することとした。

【277】人権等の侵害が発生し （平成19年度の実施状況）
た場合に問題解決に当たる全学 Ⅲ 人権委員会に設置している同和・人権啓発専門委員会及びハラス
組織の機能の充実に努める。 メント専門委員会、ならびに部局に設置している人権委員会等に

より、人権問題の啓発活動及び問題が生じた場合の救済、再発防
止に努めている。また、ハラスメントに関しては、相談機能の向
上を図るため、アドバイザーとして弁護士、カウンセラー等の専
門家を配置している。これらの体制により年度計画【275】、【27
6】に記載の事項を実施するなど機能の充実に努めた。

年度計画【275】：新たに採用された教職員及び新入生に
対し、「人権関係法令集」を配付するとともに、全構成員に対し、
『「人権」を考えるために』（パンフレット）を配付し、啓発活

Ⅲ 動に努めた。６月に「人権に関する研修会」（約80名）を開催し、
人権意識の高揚に努めた。さらに、『「人権」を考えるために』
を改訂した。また、独自に研修会や講習会の開催（４部局）、ハ
ラスメントに関するガイドラインの学生便覧への掲載（１部局）
などの取組を行っている部局もある。

年度計画【276】：部局の窓口相談員の資質向上を図るた
め、６月に「ハラスメント窓口相談員のための研修会」を開催し
た（93名参加）。また、この研修会の模様をＷｅｂによるストリ
ーミング映像配信を行い、遠隔地施設の原子炉実験所や霊長類研
究所職員にも便宜を図った。さらに、平成17年９月に作成された
「ハラスメント防止・対策ガイドライン」を改訂し、新たにマニ
ュアル、Ｑ＆Ａを作成するなど、相談機能の向上に努めた。なお、
平成19年度の相談件数は、119件（全学相談窓口：78件、部局相
談窓口：41件）であった。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（４）その他業務運営に関する重要事項

⑤ 大学支援組織等との連携強化に関する目標

中 ５－１．同窓会組織の充実と連携強化に関する基本方針
期 ・ 各部局等の同窓会組織の強化・発展及び相互の連携を図る。
目
標 ５－２．京都大学教育研究振興財団等との連携強化に関する基本方針

・ 財団法人京都大学教育研究振興財団、その他の支援団体との連携を強化し、国際交流、教育・学術研究活動等を推進し、
学術文化の発展に寄与する。

５－３．京都大学学術出版会の活性化と連携強化に関する基本方針
・ 教員個人または教員グループの教育研究活動の成果、大学が所有する文化財、学術資料、知的財産等を公表する機能とし
て、京都大学学術出版会の活性化を図り、連携協力体制を強化する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 状況

中 年 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の
期 度 実施予定

5-1．同窓会組織の充実と連携強化に関する具体的方策

【278】全学的な合同同窓会組 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
織の設立を目的として、各部局 全学的な同窓会組織の設立準備に係る連絡調整等を担当する「全
等の同窓会組織との間の連携協 学同窓会準備室」（平成16年11月設置）により、各学部同窓会、
力体制を構築する。 地域同窓会等の情報収集を行うとともに、各同窓会組織に全学的

な同窓会組織設立への協力を要請した。平成18年11月３日に「京
都大学同窓会」設立総会が開催され、全学的な同窓会組織が発足
した。総会に先立ち、同日、ホームカミングデイが開催され、約
250名の同窓生が参加した。また、京都大学のホームページに「京
都大学同窓会」のページを設けた。

Ⅲ
【278】全学的な合同同窓会組 （平成19年度の実施状況）
織と各部局等の同窓会組織との 平成19年11月24日に「第２回京都大学ホームカミングデイ」及び
間の連携協力を図る。 「京都大学同窓会役員総会」を開催した。また、地域同窓会の総

Ⅲ 会等へ同窓会事務局より関係者が出席し、情報提供等を行った。
さらに、昨年開設した「京都大学同窓会ホームページ」において、
各同窓会の活動状況を紹介するとともに、本学の教育・研究・医
療のトピックス、イベントなど多岐に亘る情報を「京都大学メー
ルマガジン」として配信している。なお、地域同窓会として、ア
メリカ、インドネシア及びタイの同窓会が新たに加わった。

【279】学外の同窓会会員に対 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
して、大学における教育研究の 「京都大学同窓会」の設立を機に本学のホームページに同窓会の
活動現況を定期的に周知すると ページを設け、学部、地域同窓会合わせて28同窓会の情報を掲載
ともに、会員相互の親睦を図り した。また、本学の教育・研究・医療のトピックス、イベントな
つつ、連携協力・支援活動を推 ど多岐に亘る情報を「京都大学メールマガジン」として配信する
進する。 準備を進め、平成18年度から配信を開始した（18年度11回配信）。

さらに、17年度に大学全体として同窓会への協力・支援活動が不
十分だったことを踏まえ、18年度には地域同窓会に対して積極的
に協力・支援を行い、平成18年９月に愛媛同窓会が設立された。

Ⅲ



- 79 -

京都大学

【279】学外の同窓会会員に対 （平成19年度の実施状況）
して、大学における教育研究の 平成18年度の「京都大学同窓会」の設立を機に、本学のホームペ
活動現況を定期的に周知すると ージに「京都大学同窓会」のページを新たに設け、各同窓会の活
ともに、会員相互の親睦を図り Ⅲ 動状況等を紹介するとともに、本学の教育・研究・医療のトピッ
つつ、連携協力・支援活動を推 クス、イベントなど多岐に亘る情報を「京都大学メールマガジン」
進する。 として配信している。また、地域同窓会の総会へ総長をはじめ役

員等が出席し、講演を行い、情報提供等を行った。

5-2．京都大学教育研究振興財団等との連携強化に関する具体的方策

【280】京都大学教育研究振興 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
財団との連携を強化し、国際交 京都大学教育研究振興財団の助成を受け、下記のとおり事業を実
流事業、教育・学術研究活動、 施し、国際交流事業、教育・学術研究活動、学術講演会・展示会
学術講演会・展示会の開催等の の開催等の文化普及活動の推進に努めた。
文化普及活動を一層推進するこ
とにより、地域社会から国際社 ・京都大学国際シンポジウム（平成17年10月・中国・254名参加、
会までを含めた、社会全般の発 同年11月・タイ・222名参加)（平成18年11月・タイ・約150名
展に寄与する。 参加）

・京都大学東京フォーラム（平成17年春期：６コマ・170名/コマ、
秋期：10コマ・132名/コマ）（平成18年11月・約140名参加）

・京都大学未来フォーラム（平成17年９回・延べ2,989名参加）
（平成18年６回・延べ約1,350名参加）

・京都大学春秋講義（平成17年春期：６コマ・170名/コマ、秋期
：10コマ・132名/コマ）（平成18年春期：６コマ・延べ約1,30
0名参加、秋期：６コマ・延べ約1,100名参加）

・教職員・学生相互交流ネットワークによる京都大学教育の再生
（香港科技大学訪問、教員オフィスアワー検索システムの更新
等）

・国際大学連合事業への参画
・大学間学術交流協定締結校との交流事業（パリ第７大学、ルイ

Ⅲ ・パストゥール大学、ウィーン大学）
・学生交流協定校への短期学生派遣

【280】京都大学教育研究振興 （平成19年度の実施状況）
財団との連携を強化し、国際交 京都大学教育研究振興財団の助成を受け、下記の国際交流事業、
流事業、教育・学術研究活動、 教育・学術研究活動、学術講演会・展示会等を実施することによ
学術講演会・展示会の開催等の り文化普及活動の推進に努めた。
文化普及活動を一層推進するこ ・京都大学国際シンポジウム（９回：平成19年６月・京都・約
とにより、地域社会から国際社 370名参加、10回：同年７月・インドネシア・約200名参加）
会までを含めた、社会全般の発 ・京都大学附置研究所・センターシンポジウム（平成20年３月・
展に寄与する。 Ⅲ 横浜・約900名参加）

・京都大学大阪フォーラム（平成20年２月・約140名参加）
・京都大学未来フォーラム（５回、延べ約1268名参加）
・京都大学春秋講義（春期：６コマ・延べ約949名参加、秋期：
６コマ・延べ約1123名参加）

・国際大学連合事業への参画
・大学間学術交流協定締結校との交流事業（ルイ・パストゥール
大学、ウィーン大学）

・学生交流協定校への短期学生派遣

【281】教育研究の発展を使命 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
とする学外諸団体の要請に応え 文科省をはじめとする各種委員会の委員や高大連携、高校への出
た教員個人又はグループの教育 前授業、小中高教員の再教育等のための特別授業など、教育関係
研究活動を積極的に支援する。 を中心とした学術諸団体からの要請に応えている。また、ＮＰＯ

法人や民間企業が実施する社会貢献への取り組みに対する要請に
応えている。その支援は部局により異なるが、部局内における負
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担軽減や、当該教員の活動を教育上の業績として評価するなどの
支援をしており、教員評価項目に学外・社会貢献活動の項目を設

Ⅲ けた。

【281】教育研究の発展を使命 （平成19年度の実施状況）
とする学外諸団体の要請に応え 文科省をはじめとする各種委員会の委員や高大連携、高校の出前
た教員個人又はグループの教育 授業、小中高教員の再教育等のための特別授業など、教育関係の
研究活動を積極的に支援する。 Ⅲ 学術諸団体からの要請に応えている。また、ＮＰＯ法人や民間企

業が実施する社会貢献への取り組みに対する要請にも応えてい
る。これらの支援は部局により異なるが、部局内における委員を
免除することによる負担軽減や必要に応じての人員配置、予算措
置を行うなどにより、当該教員の活動を支援している部局もある。

5-3．京都大学学術出版会の活性化と連携強化に関する具体的方策

【282】京都大学学術出版会の （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
活用による学術研究書等の刊行 京都大学学術出版会に対し、本学の教職員、名誉教授及び卒業生
を奨励・支援する。 が、理事や評議員として運営に参画することにより、学術研究書

の刊行及び企画等への協力・支援を行った。さらにシリーズの企
画・刊行には、全学として積極的に協力しており、平成16年度以
降の刊行状況は以下のとおりである。
平成16年度：単行本22巻、シリーズ4種12巻、雑誌２巻
平成17年度：単行本20巻、シリーズ4種21巻、雑誌２巻
平成18年度：単行本34巻、シリーズ2種15巻、雑誌２巻

Ⅲ
【282】京都大学学術出版会の （平成19年度の実施状況）
活用による学術研究書等の刊行 京都大学学術出版会を活用し、東南アジア研究所による「Flows
を奨励・支援する。 and Movements in Southeast Asia（Frontiers of Area Studie

s）」が刊行されたのを始め、平成19年度は単行本25巻、シリー
ズ６種31巻、雑誌２巻を刊行した。また、京都大学附属図書館は、

Ⅲ 学内の研究・教育成果を広く社会に発信するため、平成19年12月、
京大学術出版会との連携プロジェクトとして、同出版会が発行す
る研究書を電子化し、京大が設置するインターネット上の電子書
庫「京大学術情報リポジトリ」に登録し、無料で公開を開始した。

【283】大学が所有する教育的 （平成16～18年度の実施状況概略） 引き続き実施予定
及び学術的価値の優れた文献等 平成18年度に実施した「湯川・朝永生誕100年記念事業」の一環
の翻刻・復刻事業を推進する。 として、関連書籍を京都大学学術出版会から出版した。

理学研究科では同出版会との共同プロジェクトで数学の基礎教育
教科書として、米国で出版されている教科書「Calculus」の翻訳
事業を始めた。平成18年度には下訳が完成し、文体、表現の統一

Ⅲ や図版の作成等の編集作業と同時に、京都大学学術出版会と連絡
を密に取りながら、校正作業を行っており、平成20年度の出版を
目処に進行中である。
また、大学文書館では、企画展及び学徒出陣等の報告書の作成等
において、京都大学の諸資料の復刻を行った。

【283】大学が所有する教育的 （平成19年度の実施状況）
及び学術的価値の優れた文献等 理学研究科において、数学教科書「Calculus」の翻訳・刊行事業
の翻刻・復刻事業を推進する。 Ⅲ に引き続き取り組み、第１巻の次年度出版に向け校正作業を行っ

ている。
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（４） その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

１．特記事項
【平成16～18事業年度】 京都府・京都市・関連NPO法人と連携しつつ育児と研究の両立支援や相談

事業などのプログラムを始め、今後の方向性を議論する設立記念シンポジウ
① 環境安全保健及び情報基盤に対する全学支援機構の設置 ムを開催し、100名以上の参加者があるなど大きな反響があった。

さらに、平成19年２月に医学部附属病院に「病児保育室」を開室し、実質
全学支援機構構想（平成16年3月30日部局長会議報告）に基づき、平成16 的な活動を始めた。（２～３月の登録者50名）。この保育室は、京都大学の
年度中に具体の検討を重ねた結果、環境保全及び安全管理・安全教育、並 女性教職員や女子学生の子供が病中・病後のために幼稚園・保育園・学校へ
びに情報基盤の整備・活用に関する目標を達成するために、下記の支援機 登園・登校できない場合に、親が研究、学業仕事を休むことなく子供の保育
構を設置し、平成17年4月から業務を開始することになった。 をすることができる環境を提供する施設である。
1) 環境安全保健機構
本学の環境安全保健に係わる６つのセンター(環境保全センター、放射 ④ 外部資金獲得増へ向けた支援体制の充実
性同位元素総合センター、低温物質科学研究センター、保健管理センタ
ー、カウンセリングセンター、及び医学研究科附属ゲノム医学センター) 京都大学においては、研究担当理事の補佐機関として、研究戦略タスクフ
が行う全学支援業務を、全学一体的な管理体制の下に効率的かつ効果的 ォース及び研究戦略室が設置されており、それらを中心に、研究戦略の企画
に行うことにより、全学の環境安全保健活動の推進に資することを目的 や研究活動の全学的推進に関し支援活動を展開してきた。
として設置した。 研究企画支援室では、京都大学の学術研究活動の状況等の調査・分析、科
2) 情報環境機構 学技術関係予算等の外部資金に関する情報収集とその分析、研究推進に関す
社会及び大学の情報化・高度化の急速な進展に鑑み、全部局等に係る る様々な支援策を作成するなどの支援を行った。その結果、外部資金の受入

諸活動をＩＴ（情報技術）支援することを目的として設置した。なお、 れは漸増している。平成16年度～19年度における受入れ状況は、次のとおり
情報環境部が機構の業務を実施し、学術情報メディアセンターが業務を である。
支援する体制となっている。 外部資金受入状況 (単位:千円)

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度
② 環境に関する取組み 民間との共同研究 1,726,933 2,174,118 2,987,601 3,469,663

受託研究 8,140,972 9,282,207 11,795,015 10,902,267
京都大学の事業活動に伴う環境負荷の状況や環境に配慮した取組みなど 奨学寄附金 3,762,697 7,461,240 3,500,305 4,927,861

を総合的に検討するとともに、その結果を公表した「京都大学環境報告書
2006」を発表した。環境負荷データの公開や、ステークホルダー（利害関
係者）委員会を設置し、学生や地域住民などの意見を取り入れる等の、京 【平成19事業年度】
都大学の環境に関する活動が高く評価され、環境省などが主催する環境コ
ミュニケーション大賞において環境配慮促進法特定事業者賞、東洋経済新 ① 環境計画の策定及び環境賦課金制度の創設
報社などが主催する環境報告書賞において公共部門賞を受賞した。
さらに、平成19年１月に公表記念シンポジウムを開催し、学外からの72 京都大学では、環境配慮活動における課題と取組を示した「京都大学環境

名の参加者を含む171名の出席者があり、地域社会への情報発信に成果をあ 計画」を定めるとともに、省エネルギー及び温室効果ガス削減を目的とした
げた。 「京都大学環境賦課金」制度を創設した。

環境計画は、本学の環境配慮活動における優先的な課題を五つの柱として
③ 女性教職員および女子学生の支援 掲げ、その達成を目指す具体的な取り組みを定めたものであり、その実現の

ため、環境マネジメントシステムの全学的な確立を図るものである。また環
女性研究者が能力を発揮できる環境を整えるため、女性研究者の包括的 境賦課金制度は、電力やガス等の使用量に応じて部局より賦課金を徴収し、

支援を目的とした女性研究者支援センターが、平成18年９月に設立され、 全学からの予算措置と合わせ、省エネルギー機器導入等の財源とし、これに
そこを拠点として「交流・啓発・広報」、「相談・助言」、「育児・介護支援」、 よる温室効果ガスの排出削減を目標にしている。
「柔軟な就労形態による支援」事業をしてきた。
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② 京都大学におけるレジ袋削減の取組み ○キャンパスマスタープラン等の策定状況
全学委員会にて「吉田キャンパス施設長期計画に関するガイドライン」（平

約３万人の構成員を抱える京都大学では、学内購買部において、年間約 成５年３月）を策定し、本ガイドラインをもとに整備を進めている。また全
100万枚のレジ袋が使用されている。2007年度の環境目標として、「枯渇性 学委員会にて「京都大学キャンパス構想」（平成11年９月）を策定し、新キ
資源由来廃棄物（レジ袋）の発生抑制策を講じる」ことをあげた。京大生 ャンパス（桂キャンパス）の必要性を明確にし、本構想に基づき整備を進め
協の購買では、11月より、「必要との申し出があった方のみに渡す非有料 ている。
化方式」（レジでの袋詰めを廃止し、入用の人のみに渡す）によって削減 なお本構想では、新キャンパスの整備により空きスペースとなる吉田キャ
を目指し、使用率（使用枚数÷利用者）を10月の30%から、11月には15%へ ンパス本部構内の再配置計画についても方針が示されており、これに基づき
と下げ、使用率を半減させるという成果を上げたが、目標の10%には届かず、 吉田キャンパス本部構内の再配置を進めている。
今後、取り組みを強化する予定となっている。
ローソンNLS京都大学店（吉田キャンパス内）では、京大生協の取り組み ○施設・設備の有効活用の取組状況

を参考に、「有料化しない」方式で１月４日より削減を目指すことを決め、 ・ 「京都大学施設の再配置・有効利用に関する基本方針」(平成12年６月
自分のバッグの携帯を促進するため事前にケータイバッグの無料配布を実 制定）に則して施設ごとに共通スペースを確保するとともに、全学委員会を
施したほか、１月４日よりケータイバッグ「コンビニｅｃｏバッグ」の販 設置して既存施設の有効活用を図っている。例えば、吉田キャンパス本部構
売も行っている。 内の再配置計画の実施整備に伴い、施設整備委員会の下に設置している吉田

キャンパス整備専門委員会にて、既存施設のスペースマネジメントにより既
③ 京都大学化学物質管理システム（ＫＵＣＲＳ) 存の工学部５号館等に全学共用スペースを確保するとともに、アジア・アフ

リカ地域研究研究科の実験スペース等を確保した。
平成17年３月に、毒物・劇物等化学物質を取り扱う部局等に設置した端

末からデータ入力し登録・管理を行う化学物質管理システム（ＫＵＣＲＳ) ・ 教育研究活動を行う施設や用地が狭隘になってきているため、宿舎を転
を導入し、また、不用薬品についても同システムに登録・管理することと 用し乳児保育施設を持つ「女性研究者支援センター」や京都大学の附置研究
してシステムの強化・充実を図った。さらに、従前からの京都大学毒物及 所・センターの連携拠点「吉田泉殿」として開設し利用している。また、霊
び劇物管理規程の内容を包含する「京都大学化学物質管理規程」を整備し、 長類研究所の犬山職員宿舎を改修し、外国人研究者・学生の宿泊施設として
化学物質管理システムを利用した管理体制を明文化するとともに、毒劇法 利用している。
のみならずＰＲＴＲ法（化学物質排出把握管理促進法）、労働安全衛生法
や高圧ガス保安法等幅広い関係法令の規制に適合する化学物質の総合的管 ・ 財務委員会のもとに設置された設備整備ワーキンググループにおいて、
理体制を構築した。環境安全保健機構において、平成19年度に化学物質管 「京都大学における設備整備計画（マスタープラン）」を策定し、設備の有
理システム（ＫＵＣＲＳ)に毒物・劇物、高圧ガスの集計機能を追加し、シ 効利用方策や設備維持管理等経費の措置の考え方が検討され、平成18年度に
ステムの充実を図った。また、同システムの全学への普及を推進した結果、 おいては、法人化前に設置した10年経過の設備に関する措置を定め、新たな
726研究室が導入し、システムの稼働率は84％となった。 設備維持管理費の配分ルールを示した。

また、実験機器やパソコン等の有効利用を図るため、全教職員が閲覧可能
２．共通事項に係る取組状況 なホームページ上で供用公募（当該部局で利用予定のない機器について、他
【平成16～18事業年度】 部局で利用希望者がないか照会し、意思確認を行うこと）を行った。

①施設マネジメント等が適切に行われているか。 ○施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）
○施設マネジメント実施体制及び活動状況 ・ 屋外の安全・防犯対策として外灯の設置状況について点検・評価を実施

施設マネジメントを実施するため平成16年４月に設置された施設整備委 し、外灯整備計画を立案し、必要な予算確保に努め継続的な改善を実施した。
員会において、建築物その他の施設の環境整備の方針等について全学的な ・ 吉田キャンパスの屋外雨水排水路の調査を実施し、判明した不具合部を
検討を行い、また、同委員会のもとに、各キャンパスと歴史的建築物及び 改善するため必要な予算確保に努め継続的な改善を実施した。
町家キャンパスについての専門委員会が設置され、具体的な検討・調査を ・ 吉田キャンパスの２次変電所設備の点検を計画に基づき実施し、不具合
行う体制となっている。同委員会では、概算要求事業の選定の他に、新キ 部を管理部局に連絡し改善を図った。
ャンパス（桂キャンパス）整備に伴う吉田キャンパス本部構内の再配置計
画の見直しや、耐震化推進等に取り組んできている。また、担当理事が、
既存施設の利用状況や問題点の把握について、現地で直接使用者から意見
を聞く試みを続けている。
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○省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取 ③従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
組状況 ○評価結果の法人内での共有や活用のための方策
・ 吉田及び宇治キャンパスが省エネルギー法による管理指定工場に指定 計画番号214、215参照
されたことに伴い、「京都大学エネルギー管理標準」を制定し、省エネル
ギー法による削減目標を達成できるようエネルギー管理主任者による会議 ○年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施し
を定期的に開催し省エネルギーを推進した。 ていない」とした事項に係る取組の改善状況
・ 医学部附属病院の空調熱源機器などの運用改善型ESCO事業の導入、学 【252】（16年度計画） 環境並びに安全衛生に関する手引書を作成・配付
術情報メディアセンターの大型計算機の効率化運転改善による省エネルギ するとともに、年度ごとにその見直しを実施して内容の充実を図る。
ー対策、附属図書館の照明設備にインバータを取り入れた省エネルギー対 （17年度実施状況） 環境安全衛生委員会で環境並びに安全衛生に関す
策及び総合体育館の学生用シャワーの熱源に深夜電力による自然冷媒式給 る手引書として、平成18年3月に「京都大学安全衛生管理指針（標準）」
湯器を採用した省エネルギー対策を実施し、前年度比３～17％のエネルギ を策定し、全学に配付した。さらに、事務担当用の手引書として「労働安
ーを削減した。 全衛生担当事務手順書」を作成し、全学に配付した。
・ 京都大学の省エネルギー活動を効果的に推進することを目的としたエ
ネルギーマネジメント委員会を立ち上げ、「京都大学省エネルギー推進方 【255】（16年度計画）学生のための「危機管理マニュアル」を作成し、
針」を策定し、エネルギー・温室効果ガスを原単位ベースで毎年１％削減 全学に周知する。
する目標を設定し全学に周知した。 （17年度実施状況） 国際交流センターにおいて、海外留学をする学生を

対象に講習会を開催し（平成17年７月、８月、平成18年３月の計３回、延
②危機管理への対応策が適切にとられているか。 べ16名参加）、健康面、安全面、精神面及び加害者（犯罪者）という海外
○災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアルの策定等を含 において遭遇しうる４つのリスクとそれに係る注意点について、周知を図
む全学的・総合的な危機管理の態勢の整備状況 った。また、平成16年度より策定準備を進めている学生のための「危機管

放射性同位元素等のように法令で取扱方法が定められている許認可事項 理マニュアル」については、案を作成のうえ、委員会等において引き続き
については、既にその定め等に基づいた安全管理体制が構築されており、 検討を行っている。なお、保健管理センターでは教職員、学生を対象に「海
マニュアル等も整備されている。また、学生部作成の危機対応計画や施設 外旅行者の健康手帳」及び「STD（性感染症）とエイズについて」（いず
・環境部安全衛生管理指針(標準)を作成し、本学における一般的な危機対 れも京都市が作成）を配布するとともに、ホームページで最新情報を提供
応や安全管理に対する基本的な考え方を示している。 している。

○研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備状況 【260】（16年度計画）情報セキュリティに関する責任者とその権限の範囲
・ 科学研究費補助金等の適正な執行管理が厳しく求められている中で、 を明確にし、全構成員に基本方針の内容を周知徹底するなど、十分な教育
研究資金の適正執行をより徹底していくため、担当理事を座長とする「適 と啓発活動に努める。
正執行のための内部統制システム検討ワーキンググループ」を設置し、物 （17年度実施状況）情報セキュリティに関する全学の講習会等を以下のと
品納品に対する検収の徹底のための改善措置及び教員発注の実施について おり実施し、啓発活動に努めた。
検討を行い、納品確認のための検収センターを設置すると共に、教員の物 ・情報セキュリティ実施手順書作成のための講習会（平成17年７月、平成
品購入の利便性や会計処理の適正を期すための教員発注制度を実施した（平 18年３月）
成18事業年度）。 ・幹部職員（役員、部局長対象）向け情報セキュリティ説明会（平成17年

12月）
・ 競争的資金等の執行及び管理については当該競争的資金等の交付機関 ・新採用職員研修の中で情報セキュリティについて講義（平成17年４月、
からの特段の要請があった場合を除き本学の会計関係規程を適用すること ９月）
から､科学研究費補助金等競争的資金の使用ルール､Ｑ＆Ａ等を定めている。 ・SCSによる情報セキュリティセミナーの受信（平成17年８月）
また、平成18年９月４日付18文科科第420号による通知「研究費の不正な ・職員向けの京都大学パソコン研修の中で情報セキュリティについて 講
使用への対応について」に基づく『研究費の不正な使用に関する対策チー 義（平成18年１月、２月）
ム検討結果』を研究・財務担当理事名で通知し周知徹底を行っている。さ また、昨年度取組が不十分であった学生に対する周知については、平成
らに平成19年２月15日付18文科振第829号による「研究機関における公的研 18年３月に、情報セキュリティに関するe-learningの導入を図った。た
究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）について」を研究・財務担 だし、導入までの間は、共通教育科目の情報系科目の中で情報セキュリ
当理事名で通知し、研究費の不正使用防止のための意識高揚を図った。 ティポリシーの情報を提供した。
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【263】（17年度計画） 全学電子認証システムの調査報告書をもとに、学 ○キャンパスマスタープラン等の策定状況
内情報基盤への接続に対する認証システムの具体化について検討する。 全学委員会にて「吉田キャンパス施設長期計画に関するガイドライン」（平

（18年度実施状況） 個人認証システム導入を全学的に検討するため平成18 成５年３月）を策定し、本ガイドラインをもとに整備を進めている。また全
年３月に設置した「個人認証システム検討委員会」において、全学の認 学委員会にて「京都大学キャンパス構想」（平成11年９月）を策定し、新キ
証統合に向け、教職員共通業務及び学生共通サービスの統合認証の具体 ャンパス（桂キャンパス）の必要性を明確にし、本構想に基づき整備を進め
化について検討を開始した。また、従来使用してきたグループウェアで ている。また、長期的な視点に立った病院構内のキャンパス計画である「病
あるノーツドミノのユーザー以外の教員にもＩＤを発行し、グループウ 院構内マスタープラン」を策定した。
ェア用システムの配下で、研究者総覧データベースや給与明細の閲覧が
可能になった。 ○施設・設備の有効活用の取組状況

「京都大学施設の再配置・有効利用に関する基本方針」(平成12年６月制
【264】（17年度計画） 大学全体としての情報セキュリティレベルの向上 定）に則して施設ごとに共通スペースを確保するとともに、全学委員会を設
を図るため、各部局等における情報セキュリティの実施状況に関する監 置して既存施設の有効活用を図っている。例えば、吉田キャンパス本部構内
査体制を整備する。 の再配置計画の実施整備に伴い、施設整備委員会の下に設置している吉田キ
（18年度実施状況） 部局管理担当者育成のため、全部局の情報セキュリ ャンパス整備専門委員会にて、既存施設のスペースマネジメントにより、既
ティ関係者を対象に情報セキュリティ講習会を実施した。また、部局で 存の工学部９号館に全学共用スペースを創出し、平成20年度よりスペースチ
は管理担当者の適正配置のための検討を行った。 ャージを課した全学共用のレンタルスペースとして運営を開始する予定であ
情報セキュリティポリシー実施手順の監査体制を整備し、２部局を対 る。

象に監査を実施した。その結果、いくつかの課題が指摘されたもののセ 平成18事業年度までの取組みを引き続き実施するとともに、宇治職員宿舎
キュリティ対策が全体的には円滑に推進されていることが確認された。 の改修計画を策定した。世帯宿舎の耐震及び機能改修、独身宿舎を建替え混

住化し、外国人研究者等へ開放するべく、設計に着手した。
【279】（17年度計画） 学外の同窓会会員に対して、大学における教育研 実験機器やパソコン等については、有効利用を図るため、引き続き供用公
究の活動現況を定期的に周知するとともに、会員相互の親睦を図りつつ、 募を行っており、平成19年度は5,084件の公募実績があった。
連携協力・支援活動を推進する。

（18年度実施状況） 「京都大学同窓会」の設立を機に、本学のホームペ ○施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）
ージに同窓会のページを設け、学部、地域同窓会合わせて28同窓会の情 屋外環境の点検・評価を実施し、「本部構内キャンパス環境美化提案書」
報を掲載し、各同窓会の紹介を行うとともに、全学同窓会の活動状況も を取りまとめ、予算確保のうえ、本部構内及び周辺道路の環境美化業務を開
掲載するようにした。また、本学の教育・研究・医療のトピックスやイ 始した。また、吉田地区基幹インフラ設備の特高変電所、高圧送電ケーブル
ベントなど多岐に渡る情報を、「京都大学メールマガジン」として配信 等の点検計画に基づき毎月の通常の点検に加えて、10月から12月に停電を伴
を開始した（平成18年度：11回）。さらに、地域同窓会に対して積極的 う精密点検を実施し、受変電設備機器の安全性を確認した。
に協力・支援を行い、平成18年９月に愛媛同窓会が設立された。

○省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組
【平成19事業年度】 状況
①施設マネジメント等が適切に行われているか。 エネルギー消費量、温室効果ガス(CO2)排出量を原単位ベースで毎年１％
○施設マネジメント実施体制及び活動状況 削減するための具体的な方策の一つとして「京都大学環境賦課金制度」を創

施設マネジメントを実施するため平成16年４月に設置された施設整備委 設し、20年度から実施する体制を整備した。これにより賦課金負担による省
員会において、建築物その他の施設の環境整備の方針等について全学的な エネルギーへのインセンティブの創出と、老朽設備を高効率機器に更新する
検討を行い、また、同委員会のもとに、各キャンパスと歴史的建築物及び など省エネルギー対策に投資する財源を確保した。また、京都大学重点事業
町家キャンパスについての専門委員会を設置し、具体的な検討・調査を行 アクションプランによる高効率機器の更新工事を実施し、前年度比エネルギ
う体制としている。同委員会では、概算要求事項の選定の他に、耐震化推 ー量及びCO2排出量で原単位あたり0.4%が削減できる見込みである。
進や病院構内マスタープランの策定等に取り組んでいる。また、担当理事
が、既存施設の利用状況や問題点の把握について、現地で直接使用者から
意見を聞く試みを続けている。
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②危機管理への対応策が適切にとられているか。
○災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアルの策定等を含 ○年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施
む全学的・総合的な危機管理の態勢の整備状況 していない」とした事項に係る取組の改善状況

本学として優先的な取り組みが必要な災害、事故等の危機に際し、全学
的な立場から迅速な対応ができる体制を目指すため、総務担当の理事（リ 【260】（18年度計画） 全構成員に基本方針を周知徹底するための情報セ
スク対応）のもとワーキンググループを設置し、平成19年６月に全学的な キュリティに関するe-learningシステムでの講習により、十分な教育と啓
ガイドラインとして災害等危機管理対応指針を定め、同指針をもとに各部 発活動に努める。
局において災害等危機管理計画を定めた。 （19年度実施状況） 情報セキュリティに関する基本方針及び情報セキュ
また、地震に特化した対策をさらに進めるため、専門家を交えた地震対 リティポリシーの周知のため、新入生オリエンテーション及び新規採用職

策検討会を設置し、学生、教職員向けの地震対策パンフレット(吉田キャン 員実務研修（４/24～４/25、９/13～９/14）において講義を行った。
パス2008年版)を作成し、学生、教職員に配布した。 また、教職員に対し情報セキュリティ講習会（入門）及び部局の情報シ

ステムやネットワークの管理者を対象に情報セキュリティ対策強化のため
○研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備状況 の講習会を行った。さらに、情報セキュリティ及び情報倫理学習用

平成19年２月15日付18文科振第829号による「研究機関における公的研究 e-Learningシステムを用いて、教職員はノーツ・ドミノからアクセスを可
費の管理・監査のガイドライン（実施基準）について」に基づき、「国立 能とし、学生、大学院生等についても受講出来るよう環境整備を行い、受
大学法人京都大学における競争的資金等の適正管理に関する規程（平成19 講を促進した（6,906名受講 ３月末現在）。
年10月29日達示62号）」を定め、競争的資金等を適正に運営・管理するた
めの責任と権限を明確にするとともに競争的資金等の不正防止計画を策定
・推進するための不正防止計画推進室を設置し、組織体制を整備した。
また、競争的資金等の不正な経理に対処するための通報窓口を設置し、

併せて競争的資金等に係る使用ルール及び事務手続きについて機関内外か
ら相談を受ける相談窓口を設置した。

③従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
○評価結果の法人内での共有や活用のための方策
計画番号214、215参照

【214】平成18事業年度の業務実績報告書およびその評価結果と機関別認証
評価の自己評価書等について、また部局等で実施した自己点検・評価
（文、理、生命、防災研、霊長研等）について、当該部局のホームペー
ジへの掲載等により学内外に公表した。聴取した意見等については、関
係理事、委員会、事務部等へ報告し、今後の改善に向けた取組を促すと
ともに、継続的な評価活動の見直しのための検討材料としている。さら
に業務実績報告書に対する評価結果のうち、特に改善等を要するものに
ついて、関係理事等を中心として、改善を図った。

【215】各部局毎に、自己点検・評価、外部評価、授業評価等の結果を踏ま
え、課題の抽出・分析、改善への取組に努めている。
また、評価結果を研究教育環境の整備に反映させるシステム等につい
て検討している部局もある（エネ研、経済研）。なお、全学的には「平
成18事業年度に係る業務の実績」についての評価により、「e-Learning
システムでの講習などへの利用が十分ではない」旨の指摘を受け、受講
を促進するなどの改善を図った。また、機関別認証評価の結果について
は、その改善点等を点検・評価実行委員会等を通じて各部局へ周知し、
改善への協力を求めた。
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